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1巻頭言

巻 頭 言

筆者の研究テーマは、地盤と地中構造物の地震時

応答であり、免震構造を扱っているわけではない。

そこで、免震構造にも影響があると考えられる液状

化時の地盤の振動を説明することで、巻頭言に替え

させていただくことにする。

液状化の研究が始まったのは、1964年に発生した

二つの地震（新潟地震、アラスカ地震）で、液状化

に伴う被害が発生したことにある。新潟地震の際、

県営アパートの地下と屋上で得られたのが、液状化

地盤の地震記録の最初のものであった。

この波形を図1に示す。波形は7秒付近から振動が

長周期化しており、この時点で液状化が発生したも

のと考えられてきた。その後、この長周期化は液状

化ではなくても、断層で発生した直達のS波でも説

明可能であるという意見が示され1）、また数値解析

によっても、液状化の発生が12秒付近であることが

確認された2）。

図1では、液状化が発生すると揺れが長周期化し、

振幅が小さくなることが示されている。これに対し

て、1987年にアメリカWildlifeで観測された波形は少

し違う特徴も示した。図2に波形を示す。15秒付近

から長周期化しているが、図1と異なり、加速度が

極大値になる付近で急激に大きくなる、パルス状の

波形が見られている。これは、サイクリックモビリ

ティといわれる現象によって発生したものである。

図3に液状化強度試験の結果の例を示すが、有効応

力が減少し、せん断変形が大きくなると土粒子の骨

格が再構成され、強度が急激に増加するので、応

力－ひずみ関係が逆S字型の形状となる。この際の急

激な応力の増加がパルス状の波形を生じさせる。こ

のサイトでは間隙水圧計も設置されており、加速度

のピークで過剰間隙水圧が減少していることから、

サイクリックモビリティであることが確認できた3）。

このような波形は、1983年日本海中部地震の八郎

液状化による地盤振動と免震

吉田　望東北学院大学　教授

潟、1993年釧路沖地震の釧路港（図4）、1995年兵庫

県南部地震のポートアイランド（図5）などでも観測

され、液状化地盤の一般的な特徴となっている。

サイクリックモビリティに伴う加速度波形は下に

凸な形状になるのが特徴である。

新潟地震の記録、ポートアイランドの記録は、

基礎構造設計指針の液状化判定用の最大加速度を

設定する際の根拠として使われてきた。

2007年新潟県中越沖地震の際に、新たに問題を

提起するような波形が得られた。図6に波形を示す4）

が、Cで示した加速度がほぼ0の区間があること、

その後Bで示した下に凸な形状で加速度が急激に大

きくなっていくことなど、これまでに示したサイ

クリックモビリティによる波形の特徴を備えてい

る。道路を一つ隔てたところで、古井戸が浮き上

がったという発見はあったので、地下の深いとこ

ろで液状化が発生した可能性は捨てきれないが、

研究者が精力的に探したにもかかわらず、周辺で

は噴砂等、液状化の発生を直接確認できる証拠は

見つからなかった。

この周辺では図6に示したK-NETと新潟県自治体

地震計が設置されており（距離60m）、同じような波

形であることから、広域で同じような振動をして

いたと考えられる。また、地盤調査によれば、地

下水位はGL-5m程度であり、その下にはN値20以上
の砂がある。従って、液状化したとすれば、N値20
以上の砂であるので、これまでに無い事例といる。

異なる考えもある。図65）の様な波形は液状化に限

らず発生する。すなわち、乾燥した緩い砂地盤を加

振すると揺すり込み沈下という現象が発生するが、

この際に、同じような波形が発生する（図7）。周辺

では揺すり込み沈下と考えられる沈下も発生してい

ることから、その可能性も捨てきれない。この記録

は、色々な意味で今後の検討を要する地震動である。
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2011年東北地方太平洋沖地震では、これまでと全く

異なる被害の報告が現れた。携帯電話などで動画が簡

単にとれるようになり、液状化現象も多く撮影され、

You Tubeなどで公開されたのである。それまでは噴砂

の動画というと1964年新潟地震のものが唯一であった

が、この地震では特に千葉県の埋立地を中心に多くの

ビデオが公開されている。この中には、地震時の地盤

の揺れを撮影したものもある。これらを見ると、地盤

はゆっくりと上下左右に動いている。たとえば、図86）

は構造物近くの上下振動のスナップショットである

が、大きい振幅で地盤が振動している。このほか、地

盤の亀裂が閉じたり開いたりしているケースもある。

これらの振動は、少なくともそれまで想定していたS

波による振動とは違っているように見える。

以上、液状化に伴う地震動を紹介した。これらの

振動が免震構造にどのように影響するのかは、免震

構造の専門ではない筆者にはわからない。しかし、

液状化地盤の揺れは非常に周期の長いものであるこ

とから、免震構造に影響を与えるものである可能性

はある。今後の研究を期待したい。
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図1 川岸町アパートの記録

図2 Wildlifeの記録

図3 液状化後の土の挙動

図5 ポートアイランドの記録

図6 柏崎市役所の波形

図7 乾燥砂の振動台実験結果

図8 液状化地盤の上下振動

図4 釧路港湾事務所の記録
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会員の皆様、新年明けましておめでとうございます。皆

様方にはお健やかな新年をお迎えになられたことをお慶び

申し上げます。

昨年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震は我が国

に未曾有の大被害をもたらしました。特に巨大津波による

被害は衝撃的でした。多くの犠牲者を出したうえ、未だ多

くの方々が元の生活に戻れない状況が続いています。さら

にこの巨大津波を伴う地震により福島原子力発電所で多量

の放射性物質を放出するという事故が起こりました。この

放射性物質の影響により、同じく未だ自宅に帰れない方々

が数多くいらっしゃいます。犠牲者の方々、被災者の皆様

に.心よりお悔やみと、お見舞いを申し上げます。福島原子

力発電所の事故を契機として我が国の電力供給の約30％を

占めていた原子力発電所は、順次運転を停止し、このまま

の状況で行くと、今春にはすべての原子力発電所が停止す

ることになります。節電、省エネルギーでこの危機を乗り

越えられるか心配な点もあります。現時点では、我が国の

エネルギー自給率は約4％強しかないので、自然エネルギー、

再生可能エネルギーの利用のさらなる技術開発が急がれる

と同時に、エネルギー問題について、国民全員で冷静で真

摯な議論が急がれるところです。

スペインと並んで世界の最強国を誇っていたポルトガル

は1755年に起こったリスボン大地震の後、国力が低下した

と言われています。しかし、我が国はここ一世紀の間に、

関東大震災、敗戦、阪神・淡路大震災等による、大苦難か

ら立ち直った経験を有しています。今回の震災からも日本

は力強く復興出来るものと信じています。

我々協会はこの地震後「東北地方太平洋沖地震に対する

応答制御建築物調査委員会」を発足させ、免震構造、制震

構造の地震時挙動について調査、検討を行ってまいりまし

た。昨年9月に中間報告会を行い、今年の1月に最終報告会

を行いました。協会のホームページにも報告書の概要を掲

載する予定です。この地震による免震構造、制震構造等の

応答制御建物に被害は報告されていません。免震構造の建

物は想定通りの挙動をしたようです。病院、防災センター

等は地震時に十分その機能を発揮しました。しかし、ダン

パー等の免震部材に今まであまり考えていなかった損傷が

一部生じた例もあります。さらに隣接構造物との間を結ぶ

エキスパンションジョイントに多くの損傷が生じました。

一方非制震の高層建築では長周期地震動により、かなりの

大振幅で揺れ、非構造部材に多大な被害が出た例もありま

新年のご挨拶

西川孝夫日本免震構造協会　会長

すが、制震構造の高層建物では確実に応答低減効果のある

ことが確認されました。制震構造の有効性が定量的に証明

されたといえるでしょう。しかし、今後制震装置を組み込

んだ高層建築においても非構造部材の設計をどうするかが

課題だろうと思います。

我が国は今回の震災の例を見るまでもなく大変な地震国

であることは周知のことです。特に、発生の危険度が迫っ

ていると言われている、東海、東南海・南海地震が発生し

た場合には家屋倒壊などにより数万人の死者が出るとの予

測があります。地震防災対策、とりわけ構造物の耐震安全

性の向上は急務です。さらに巨大地震から予想される長周

期地震動に対する応答制御建物の対策は充分検討する必要

があると考えています。特に今回の地震で明らかとなった

免震構造におけるダンパー損傷の原因と対策、ダンパーの

多数回の繰り返しに対する性能など当協会では技術的問題

解決に鋭意取り組んでいます。この他応答制御建物の耐風

設計、火災に対する免震部材の性能維持の問題も未解決な

面も残っていますので、引き続き検討中であります。

幸い会員諸氏のご尽力のおかげで免震構造の発展は比

較的順調です。共同住宅、病院、公共建築等への適用は着

実に増えています。また、以前より検討してきた法人化の問

題ですが昨年7月に内閣府より承認され、8月1日より非営利

型の一般社団法人として活動していす。法人化に際して多く

の会員の皆様にお世話になりました事を感謝いたします。

建築界の不況にも関わらず、協会の会員数（2012年1月

10日現在）は、第一種正会員95社、第二種正会員215名、

賛助会員77社、特別会員7団体、免震普及会会員91名と順

調に推移しています。さらに当協会で実施している資格制

度、免震部建築施工管理技術者試験への応募、点検技術者

試験への応募も順調で、免震部建築施工管理技術者の有資

格者は3,075名、点検技術者の有資格者は1,212名に達して

います。ここ数年コンスタントに受験者が集まり、当協会

が目的とする健全な免震構造物の普及に貢献して頂いてい

ます。さらに当協会の行っている免震建物に対する性能評

価業務も順調です。

これらの活動は当協会に参加される会員の皆様の積極的

な御協力、御参画あって実のなるものですので、本年も皆

様の絶大なるご支援とご協力をお願いする次第です。最後

になりましたが、建築界とりわけ免震構造にかかわるすべ

ての皆様にとって、今年が明るい年となりますよう祈念い

たします。
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4 MENSHIN NO.75 2012.2

1 はじめに
武田薬品工業株式会社湘南研究所は十三と筑波の

研究所を統合し世界に点在する研究施設を統括する

創薬の拠点として計画された研究所である。

研究施設を集約するため地震災害等に対し研究の

継続を確保できる高い耐震性が要求された。研究棟

は多数の研究機能間で連携をはかり一体感をもつこ

とで、研究者の発想やコミュニケーションを高める

ための空間構成として、5棟に分割された研究棟が

GF階（最下階）と1階で構造上一体となった5棟連

結免震建物として計画された。また、省エネや省CO2
が図られた環境に優しい研究所として計画された。

大規模で最先端の設備を備えた免震研究施設を高

品質かつ短工期で構築するため、設計段階・施工段

階においてさまざまな工夫を行い実現している。

2 建築概要
計 画 地：神奈川県藤沢市村岡東2-26-1 

敷 地 面 積：250,062.49m2

建 築 面 積：72,732.33m2

延 床 面 積：310,474.08m2

規 　 　 模：F10、P2 

最 高 高 さ：41.70m

塔 屋 高 さ：43.45m 

工 　 　 期：2009/06～2011/02（20ヶ月）

発 注 者：武田薬品工業（株）

C M r ：（株）山下設計

基本設計・監理：（株）プランテック総合計画事務所

（構造：Arup）

実施設計・施工：（株）竹中工務店

免 震 建 築 紹 介

武田薬品工業株式会社湘南研究所

上村　昌之
竹中工務店

図2 全景写真（南面）

河合　幹太
同

岸川　聡史
山下設計

谷川　充丈
同

徳渕　正毅
Arup

菅谷　公彦
同

図1 全景写真（西面）
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3 構造計画概要
湘南研究所は全ての機能が今回新設された研究所

であり、研究継続性確保のために各建物の機能によ

って要求される耐震性能に合わせた耐震グレードを

各建物に付与している。その中で中核となる研究棟

については免震建物としている。研究棟は平面寸法

が大規模である上に、重要度の高い建物であること

を考慮し、免震に加え更なるフェールセーフを設計

当初より考慮している。

基本設計時はCS棟も含めた一体の免震建物として

計画されていたが、機能と耐震性のバランス及びCS

棟を研究棟と切り離すことによる研究棟の地震時の

振動性状改善を重視し実施設計時点にてCS棟は耐震

建物、研究棟は免震建物としている。なお、CS棟は

上級の耐震グレードとするとともに、サーバールー

ムには研究棟と同レベルの免震性能を有する50cmの

変形に対応できる特殊な免震床を設置している。

構造種別・架構計画

上部構造は柱にコンクリート充填角型鋼管（CFT）、

梁にH形鋼を用いた鉄骨造を採用している。短工期

施工を可能とするため最下階大梁や免震装置接合部

についても鉄骨造としている。

図3に示すように、最下階であるGF階及び1階を

連続した基壇構造とし、その上部に5棟の研究棟が

載せられた構造としている。

最下階の設備機械室エリアと上部の実験室エリア

では最適なスパン割りが異なる。このため、最下階

と上部でのスパン割りの異なるMOT架構（Multi

Mega Open Truss Structure）を採用している。これに

より機能的で使いやすい実験エリアを実現している。

基礎構造（免震ピット部）は鉄筋コンクリート造

でマットスラブとしている。

本敷地では上部にLV2にて液状化の可能性がある

砂質土層があるため液状化防止のために格子状地盤

改良を行っている。地盤改良された上部地盤を活か

し支持層を約30m下部の砂岩層とした杭との併用に

よるパイルド・ラフト基礎としている。

4 免震構造概要
本建物では最下階床梁下に免震装置を配した基礎

免震構造としている。免震装置の選定は、信頼性・

メンテナンス性を重視し実績が豊富な鉛プラグ入り

積層ゴム（直径850～1,100、165台）、天然ゴム系積

層ゴム（直径850～1,100、171台）、弾性すべり支承

（120台）、オイルダンパー（40台）の計496台を用い

ている。免震装置の配置については製品のばらつき

を考慮した配置を行い、ばらつきによる剛性の偏り

などが生じないようにしている。

外周部擁壁と最下階構造体のクリアランスは竣工

後の温度変化による変形や位相差入力によるねじり

変形も考慮し700mmを確保している。

5免震建築紹介

図3 全体架構

図4 免震装置配置

図5 MOT架構

図6 実験室エリア架構拡大図
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5 振動応答解析の概要
1）耐震性能目標と設計用入力地震動

建物および免震層の耐震性能目標値を表1に示す。

設計用入力地震動は、八戸位相・神戸位相・釧路

位相を用いた告示スペック適合波3波（告示波）、断

層模擬地震波（サイト波）の2波および観測波（標

準波）の3波とした。表2に採用波の一覧、図5に採

用波の速度スペクトルを示す。なお、関東地震につ

いては余裕度検討用地震動とし、免震装置の許容せ

ん断歪みを300％以内としている。

2）振動解析モデル

振動解析モデルは、GF階、1階をそれぞれ1質点、

2階より上部を各棟各階を質点とする40（5棟×8層）

質点等価せん断型モデルとしている。

上部架構の復元力特性は弾性とし、免震層につい

ては鉛プラグ入り積層ゴムを修正バイリニア、天然

ゴム系積層ゴムを弾性、弾性すべり支承を正規バイ

リニアとした。

免震層を固定とした場合の上部架構の固有周期を

表3に、積層ゴムのせん断歪み度レベルが125％、

250％および300％時の等価固有周期を表4に示す。

6 MENSHIN NO.75 2012.2

表1 耐震性能目標

表2 入力地震動一覧

図7 入力地震動の速度応答スペクトル

図8 X方向（極稀・余裕度地震動）

図9 Y方向（極稀・余裕度地震動）

表3 免震層固定時の固有周期（sec）

表4 免震層変位時の等価固有周期（sec）
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3）応答解析結果

図8、図9に極稀地震動と余裕度地震動に対する標

準状態における応答解析結果を示す。

各階の床応答加速度は目標値を十分に下回わって

おり、所期の免震効果が発揮されていることが分る。

6 地震動の位相差入力に対する検証
建物長さが330mと非常に大きいため、地震動は建

物両端で時間差（位相差入力）をもって到達するこ

とが予想された。オイルダンパーの建物四隅への配

置とバランスの良い免震装置配置により全体ねじれ

変形を低減する免震層を計画している。

位相差入力を考慮した地震応答解析による検証を

行い、両端の変位差は30mm（1/11,000）程度と位相

差入力の影響が十分小さい事を確認している。

7 大平面免震層の変形制御
大平面の免震層であるため、免震装置直上階など

のコンクリート乾燥収縮や躯体温度伸縮に対する免

震装置の変形制御を行わなければ過大な常時変形が

免震装置に発生することが予測された。

このため、免震層直上階床に図11に示すコンスト

ラクションジョイントを設け、鉄骨梁本締め時期や

後打ちコンクリート打設時期の施工ルールを設ける

ことで、コンクリート乾燥収縮による変形と温度変

化による変形を相殺するとともに施工時に生じる躯

体の伸縮を分散させることで免震装置に生じる変形

を制御した。また、免震装置には図12に示す変位計

を取り付け、無線機をもちいたリアルタイム計測を

実施し、その結果を施工にフィードバックした。

8 フェールセーフの考慮
本建物では免震に加え更なる2つのフェールセー

フのための考慮を行っている。基本設計時には免震

基礎を複数に分割し地盤変形に追従させる「基礎分

割免震」が提案された。実施設計では十分な止水性

能の確保が困難と判断し、マットスラブに図13に示

す巨大な目地を設け予期せぬ地盤変形が発生した場

合に対してもマットスラブの目地部に損傷を集中さ

せることで免震装置部の基礎構造の安全性を守る計

画とした。また、目地部は施工時にコンストラクショ

ンジョイントとして利用した。

もう一つのフェールセーフとして、上部架構につ

7免震建築紹介

図10 位相差入力モデル

図11 コンストラクションJ

図12 計測装置写真

図13 マット目地

図14 施工状況写真
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鉄骨建て方時に発生させ鉄骨建て方時に外装取付け

精度を確保し易くする工夫などを行っている。

10 おわりに
本建物は2011年2月に無事竣工を迎えた。実施設

計を行った建物等の数は20と多数で、実施設計に携

わった構造設計者も13名と異例の大所帯であった。

無事本建物を完成できたのも建築主はじめ関係者

一同の一致協力の賜物である。設計する機会を与え

て頂いた建築主をはじめ関係者の皆様にこの場を借

りて心よりお礼申し述べたい。

8 MENSHIN NO.75 2012.2

いては万が一何らかの要因で免震機能が損なわれて

も一般建物同等以上の耐震性を発揮できるよう十分

な保有水平耐力を付与した構造としている。

9 短工期施工への対応
短工期への対応のため構造では以下のような工夫

を行っている。ひとつには図15に示す免震装置と上

部架構の接合部の鉄骨造化がある。仕口部にコンク

リートを充填したテーパー鋼管による鉄骨柱脚とし

免震装置が鉄骨柱脚と直接接合できる乾式接合とし

た。地震時に免震装置の変形にともない免震装置内

に生じる大きな圧縮力を仕口部内の軸力で確実に伝

達できる構造的に安心安全な収まりであるとともに、

基礎上に免震装置を据え付けた直後から上部鉄骨の

建方が可能となる短工期化に有効な接合部となって

いる。

また、建物短辺方向の中央部より外側に向けて施

工を行ったが重機の関係で鉄骨建て方とともに設備

機器の揚重や外装PCa板の取付けを行う必要があっ

た。このため各棟外周部のスラブについては図16に

示すようにPCa床板を採用し固定荷重による変形を

図15 接合部写真 図16 PCa床板写真
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9免震建築紹介

1 はじめに
環境建築を考えた場合、ロングライフで省エネル

ギーを可能にする構造からのアプローチが必要であ

り、それらを可能にするのは、高い耐震性能を持つ

免震構造であったり、構造体自体が日射遮蔽に寄与

する機能を持つ構造部材であったりする。

一方で日本の大都市では、地下階のある古い建物

が密集して建てられており、それらの建物も老朽化

等により建て替え時期となっている。これらの地域

に建物を建設するにあたっては、既存建物の地下階

の解体にはコストがかかるため、既存躯体の本設再

利用あるいは仮設利用等を考えることが、経済性・

省エネルギー・環境保全等の観点から重要となって

くる。

このような地域に耐震性の高い免震構造の建設を

考えた場合、地下階のある基礎免震構造は、免震層

を設けることによる周辺エキスパンション周りの擁

壁が過大なスペースを必要とし、地下工事の増大が

大きく、コスト上の障害となる。また上層部での中

間層免震構造は、上部構造と下部構造が重なる部分

にエキスパンションが必要となり、その部分を通過

するエレベーターや設備可動継手のスペースを考慮

したコア部分の配置で無駄な空間が生じる。したが

って、1階床下に免震部材を配置したB1階柱頭免震

構造とすることにより、地下階で最大のスペースを

確保しながら、断面的にも最小の基礎底深さとなる

ため、地下工事を経済的にすることが出来る。また、

免 震 建 築 紹 介

（仮称）ヒューリック大伝馬ビル

図1 建物パース

村上 勝英
日建設計

田中 耕治
同

図2 断面図
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地下階で最大のスペースを確保できることは、上部

構造においてもできるだけスパンを大きくすること

が出来る柱配置が可能となるため、合理的な建築計

画となる。

ところで、免震構造の特徴となる高い耐震性は、

地震の過大入力を避けることが出来る免震部材によ

るものとも言える。その効果は絶大であり、免震部

材の適正な配置を行うと、上部構造が平面的にねじ

れやすい建物でも、過大な地震入力が生じないため、

適正な捩れ変形内で建物の耐震安全性を確保するこ

とが出来る。したがって、大都市の密集地域の中規

模ビルの建築計画では、周辺道路に面して主用途の

部屋を配置するため、耐震要素が配置されやすいコ

アが片側配置で平面的に捩れやすい耐震計画となり

やすいが、免震化することにより十分な耐震性を確

保することも可能となる。

ここでは、大都市に建設する高い耐震性能と環境

性能を可能にするために、前述する計画概念を取り

入れた経済性の高いハイブリッド構造の免震オフィ

スビルを紹介する。

2 建築計画概要
本建物は、東京都中央区を敷地とする地下1階・

地上10階の事務所ビルの計画である。格調高いデザ

イン、先進的な環境・設備計画と高い耐震グレード

を兼ね備えた計画である。

建 築 主：ヒューリック株式会社

建 設 地：東京都中央区日本橋

設計・監理：株式会社日建設計

施 　 　 工：大成・飛島建設共同企業体

用 　 　 途：事務所

敷 地 面 積：996m2

建 築 面 積：735m2

延 床 面 積：7,700m2

階 　 　 数：地上10階地下1階塔屋1階

軒 　 　 高：SGL+42.8m

最 高 高 さ：SGL+49.0m

構 造 種 別：耐震壁付きSRC 造ラーメン架構

（一部PCa造、S造）

基 礎 形 式：杭地業RC造独立基礎

執務空間は、将来に渡って高度なフレキシビリティ

を確保するために、約36m×14mの整形な空間とし、

正面の大通りから接道面に対して大きな柱のない開

放的執務空間と、外観上端正な顔づくりとなる建築

計画としている。省エネルギー化を図るため、接道

面側の構造フレームは、インナーフレームよりアウ

トフレーム化して構造体自体が日射遮蔽に寄与する

縦庇の機能を持つ1.8 mピッチの圧迫感の少ない柱

にすることで、西日遮蔽を実現させながら、執務空

間の有効利用を最大限に可能にしている。

本敷地は都心の商業用途地域であり、高い耐震性

と経済性を確保するために、既存建物の地下外壁及

び、地下底板の内側に新築躯体を計画して、さらに

1階床下に免震部材を配置したB1階柱頭免震構造と

することで、地下階で最大のスペースを確保しなが

ら、地下の解体範囲を最小限とした。また既存躯体

を山留壁として利用することで、掘削土量を低減し

10 MENSHIN NO.75 2012.2

図3 基準階伏図

図4 代表軸組図
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環境に配慮した経済的な計画とした。

1階階高は5.5m、基準階階高は4.0m、標準的な柱

スパンは桁行（東西）方向が7.2m,9.0m（PCaPC柱は

1.8m）、張間（南北）方向が5.4m、14.4mである。

3 構造計画概要
3.1 架構計画

本建物では、建築計画・環境性能を考慮して、執

務空間に柱を出さず前面道路側のフレームはアウト

フレームとし、細柱は圧着工法のPCaPC造としてい

る。コアはSRC造とし、耐震壁をコアに集中的に配

置し剛性・耐力を確保した。ファサードのフレーム

とコアを結ぶ約14mの梁はせい750を基本とする鉄

骨造とし、信頼性を高めるとともに、躯体コストに

も配慮した架構とした。免震構造の採用によって地

震入力を低減して片コアによる過大なねじれ挙動を

抑えて、細柱のサイズは日射遮蔽性能を高める扁平

な250×670とした。細柱と執務空間にかかる鉄骨梁

の接合部はピン接合とすることで細柱が負担するせ

ん断力を極力減らし、ファサードのフレーム面内は

PCaPC柱を現場打ちのRC梁でつなぎ、細柱に発生す

る慣性力は面内で伝達する計画とした。

PCaPC細柱は石貼り仕上げとしている。既往の実

験によると危険なひずみレベルではなかったが、意

匠上・安全上非常に重要な部分であるため、モック

アップを作成し施工試験を行い、十分な変形追随性

能があることを確認した。

免震層下部は鉄筋コンクリート造とし、GL-25m付

近の東京礫層を支持層とする杭基礎としている。

3.2 免震計画

免震層は前述の理由により地下1階柱頭に計画し

た。支承材として、φ800～φ1200の天然ゴム系積

層ゴムアイソレーターと錫プラグ入アイソレーター

を採用している（図6）。上部構造平面計画が片コア

であるために重量偏心が生じるが、支承材をバラン

ス良く配置することでねじれ挙動を防ぎ、免震層で

適度な剛性・減衰力を確保した（ダンパー量4.5％）。

加えて、コア耐震壁の直下には直動転がり支承を配

置し、地震転倒時の引張力を負担させ、積層ゴムに

過度な引張力が生じない計画とした。直動転がり支

承は柱下ではなく耐震壁下に配置し、常時の鉛直荷

重は耐震壁付帯柱下に配置した積層ゴムに支持させ

ることで、直動転がり支承を無耐火被覆とした。さ

らに直動転がり支承には長期鉛直荷重を負担させな

いよう、免震層施工時には直動転がり支承と取り合

う構造の鉄骨とはボルトを仮締めしておき、R階の

躯体施工完了後に無収縮モルタル充填をしてボルト

の本締めを行うものとした。

4 振動応答解析
建物・免震層の設計クライテリアを表1に示す。

振動応答解析の解析モデルは、静的解析に用いた

ものと同様の立体骨組みモデルを採用し、各層1質

点で各質点3自由度とした。免震層の積層ゴムと直

動転がり支承は部材ごとに復元力を設定し、それぞ

れの位置に配置した。積層ゴム・直動転がり支承の

11免震建築紹介

図5 PCaPC柱断面

写真1 直動転がり支承据付状況

図6 免震装置位置図
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鉛直剛性は、それぞれの製品特性を考慮し圧縮時・

引張時の剛性を別箇に設定し、製品ばらつきを考慮

した解析も行った。建物の固有周期を表2に示す。

設計用地震動は告示波3波、観測波3波に加え、南

関東地震を想定したサイト波3波を採用した（表3、

図7）。振動応答解析の結果、極めて稀に発生する地

震動時に、上部構造の構造部材は許容応力度以下、

上部構造の最大層間変形角（外周架構）は1/200以

下、免震層の最大変形は許容変形である40cm（クリ

アランスは50cm）以下となる24cmなど、いずれも

設定したクライテリアを満足しており、免震効果を

確認している。

5 おわりに
都市部の事務所建築において地下1階柱頭免震構

造を採用し、高い耐震性能・環境性能を備えた建築

を設計できた。都市部の中規模事務所建築において、

前面フレームを耐震要素とできない場合の一つのプ

ロトタイプとなると考えている。本建物は2011年2

月に着工し、2012年秋の竣工を目指して工事を進め

ている。本計画を進めるに当たり、多くの皆様から

ご指導いただいたことをこの場をお借りして御礼申

し上げます。

12 MENSHIN NO.75 2012.2

表1 耐震性能目標

表2 固有周期

表3 設計用入力地震動

図7 設計用入力地震動応答スペクトル　(h=5％) 図8 極めて稀に発生する地震荷重時応答
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免震建築訪問記－ 78 13

スと駐車場などの共用部で構成され、2階以上に住

戸を有する共同住宅であり、耐震診断の結果、耐震

改修が必要とされました。

本建物の概要を以下に示します。

建築場所：東京都港区西麻布

用　　途：共同住宅（分譲）

建築年月：昭和53年（1978年）

敷地面積： 860.08m2

建築面積： 431.93m2

延べ面積：3,715.48m2

階　　数：地上10階、PH1階

住 戸 数：45戸

建物高さ：35.4 m

構造形式：上部構造　SRC造（1F～6F梁）

RC造（6階柱～）

基礎梁　　RC造

基　　礎：場所打ちコンクリート杭

設計施工：三井住友建設株式会社

改修工期：平成23年3月～平成24年1月

3 免震改修概要
建物南側の隣地境界の間隔が小さいため免震変形

を抑える必要があり、建物1階の柱を切断し積層ゴ

ム系免震装置を設置、梁下に増幅機構付粘性減衰装

置を設置することで免震層の水平クリアランスを

300mmとしています。また、粘性減衰効果により

上部構造体のせん断力係数が抑えられたため、2階

以上の構造補強を不要としています。

エレベーターはシャフト下部の柱下に低摩擦滑り

支承免震装置を設置し、階段は免震装置設置レベル

でスリットを設け、下部に十字型直動転がり支承免

1 はじめに
今回は、民間の分譲マンションを免震により耐震

改修した「チュリス西麻布」を訪問しました。建物

は東京都港区西麻布の外苑西通り沿いに位置してお

り、東京都の指定する緊急輸送道路沿道建築物です。

近くには大きな公園もあり、東京タワーや六本木ヒ

ルズを望む素晴らしい環境です。

取材に前後して東京都による「2012冬耐震キャン

ペーン」の見学会が行われており、装置の模型や免

震に関するパネルが設置され、装置の機構や改修の

特徴が分かりやすく展示されていました。

本改修計画は港区より「建築物の耐震改修の促進

に関する法律」に基づく認定を取得しています。

マンション理事会の藤田様、野村様、三井住友建

設の徳武様、篠原様、鈴木様にご説明を頂きました。

2 建物概要
既存建物は、昭和52年頃にいわゆる旧耐震基準

に基づいて設計された建物です。1階はエントラン

チュリス西麻布

免 震 建 築 訪 問 記 ― 78

写真1 建物外観

齊木 健司
免制震ディバイス

岩下 敬三
免震エンジニアリング

榎本 浩之
大林組

鳥居 次夫
フジタ

福田 滋夫
昭和電線デバイステクノロジー
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震装置を設置しています。

4 工事概要
施工中の安全計画として、階段の施工中における

2方向避難経路の確保や、耐震性の確保のために免

震装置固定プレートや仮設ブレースを設置して施工

前の構造耐力を確保されていたとのことです。

柱の免震化においてはフラットジャッキによる軸

力の移行や仮設治具の工夫により、施工範囲を1階

だけに集約されています。建物規模や工期から柱2

本を1サイクルとした施工計画とされていました。

5 訪問談義
見学中の質疑や談義の一部をご紹介します。

Q：住民の生活を継続しながらの施工には色々とご

苦労があったと思いますが。

A：音・振動が問題となる工種は平日の9時～17時

に限定しまし、設備などの免震化工事に当たっ

ては各戸に周知を行っています。また、実際の

14 MENSHIN NO.75 2012.2

免 震 建 築 訪 問 記 ― 78

図1 免震装置配置

図2 建物断面

写真2 積層ゴム系免震装置設置状況

写真3 粘性減衰装置と免震継手

写真4 階段下の転がり支承
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免震建築訪問記－ 78

柱切断工事の状況を住民の方々に見学していた

だき、工事の状況を理解していただきました。

Q：免震化によって駐車台数などに影響はあったの

でしょうか。

A：既存の電気室など共用部分のプランを見直し、

駐車台数を確保しました。

免震階の見学後、藤田理事長のお宅にお招きを頂

き、お話を伺いました。談義の一部をご紹介します。

Q：改修を行うに至った経緯を教えて頂けますか。

A：耐震偽装事件を契機に平成19年秋に耐震診断を

実施したところ、Is値が0.6を下回っていまし

た。その後、まずは大規模修繕か建替えを選択

するために調査や相談を行いました。

Q：合意形成まで大変だったのではないですか。

A：いきなり計画を進めたのでは組合員の合意を得

られませんので、ステップを踏んで進めていき

ました。平成20年に組合員へのアンケート調査

を実施し、その結果を受けて大規模修繕に向け

て合意をとる準備を始めました。まちづくりセ

ンターに相談をしながら助成金の確認などを行

い、平成22年3月に組合員の四分の三を超える

実施決議に至りました。

Q：免震構法のことはご存じだったのですか。

A：本を読んで20年以上前から免震について認知し

ていました。この建物の1階はピロティ形式で

駐車場と共用部分だけなので、免震に向いてい

ると思いました。

Q：設計の打ち合わせはどのように進めましたか。

A：組合の工事予算も限られていましたが、設計者

から様々な技術提案を頂きました。そのお蔭で

免震改修が実現出来るようになったと思ってい

ます。

Q：耐震改修を計画するにあたり、在来や制震構法

も検討されたのでしょうか。

A：建物の外観にブレースが付くのは反対意見が多

く、免震に決まりました。組合員への説明の際

は、現首相官邸や日本橋三越本店などの事例を

紹介しました。

Q：当協会のこともご存じでしたか。

A：失礼ながら今回の取材まで知りませんでした。

15
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写真5 柱の免震化工事状況

写真6 見学状況

図3 地震応答解析結果（X方向、標準状態）
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免震のプロが集まった協会で、今後益々社会へ

の啓蒙をされることを期待しています。

6 おわりに
ご案内頂きました皆様の和やかな雰囲気や、免震

に対する理事長の熱い思いをお話し頂き、施主・設

計施工者が一体となって本工事に取り組まれていま

した。特に分譲マンションの免震レトロフィットの

事例は非常に少ない状況の中で、地震国日本におい

て多くの住宅ストックに免震が採用されることに大

きな期待が持たれます。

最後になりましたが、お忙しい中貴重なお話をお

聞かせ頂きました、皆様のお名前を列記させて頂く

と共に、心より御礼申し上げます。

マンション理事会

藤田良子理事長

野村捨子副理事長

三井住友建設株式会社：

徳武茂隆グループリーダー

篠原謙治所長

鈴木　亨グループ長

【追記】

取材後、チュリス西麻布 藤田理事長よりマンシ

ョンの免震改修普及に向けてのアドバイスを頂くこ

とができました。

藤田理事長：免震改修の実施には公共団体の助成金

制度や融資の活用が必ず必要になってきます。工

事に携わる方々はこのような制度を熟知して、管

理組合を指導できるようにする事が大事です。ま

た、補助金制度などの充実を図るために行政に働

きかけたりする事も免震改修の普及に繋がってい

くと思います。
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写真7 理事長宅での談義

写真8 集合写真
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認 定 番 号
認定年月日
評 価 番 号

MVBR－0432
平成23年9月29日
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川金コアテック型KYMオイルダンパー
株式会社川金コアテック
TEL：048-259-1161　FAX：048-259-1141
光陽精機株式会社
TEL：0296-52-1311　FAX：0296-52-0236

1.　構造及び材料構成

2.　寸法及び形状

4.　基本特性

5.　製品コード

3.　鋼材の防錆処理
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MVBR－0445
平成23年12月7日
JSSI－材評－11002 

EAE-SRIM型粘性ダンパー

株式会社 高環境エンジニアリング
上海材料研究所
TEL：03-5413-6222　FAX：03-5413-2228
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FUYO式鉛プラグ挿入型積層ゴム支承（G4）
製作･問合先
株式会社フジタ
Wuxi FUYO Tech Co., Ltd.
TEL:03-3402-1911 FAX:03-3404-8477

2.　構造及び材料構成

4.　鋼材の防錆処理

5.　基本特性（水平復元力特性）

6.　圧縮限界強度

7.　製品コード

3.　寸法及び形状

1.　特徴 

認 定 番 号
認定年月日
評 価 番 号
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21東北地方太平洋沖地震関連

1 はじめに
2007年7月16日にマグニチュード（Mj）6.8の新潟

県中越沖地震が発生した。この地震で東京電力柏崎

刈羽原子力発電所では震度6強の揺れを感知したが、

原子炉は安全に停止し、原子炉施設の安全性に支障

を与えるような被害は生じなかった。

原子力発電所には「緊急時対策室」をもうける必

要があり、柏崎刈羽原子力発電所では事務本館の1

階に設置されていた。本震の揺れに対し、事務本館

の構造被害は軽微であり、緊急時対策室そのものの

被害は無かったものの、一般事務室や廊下の天井の

落下、扉の開閉不全及びラックの転倒など内装や什

器に大きな被害が発生し1）、また、衛生設備が使用

できなくなるなど、緊急時対策を行うための周辺機

能に支障がでた。

この経験を踏まえて、東京電力の全ての原子力発

電所に、緊急時対策室の機能を備えた「免震重要棟」

を建設する計画が立てられ、福島第一原子力発電所

では2010年3月に免震重要棟が竣工した。

2 建物概要
福島第一原子力発電所の「免震重要棟」の外観を

写真1に、建物の概要を表1に示す。

免震装置は、天然ゴム系積層ゴムを外周に10基配

置し、四隅には鉛プラグ入り積層ゴムを配置してい

る。本建物は2階建てで柱軸力が小さいため周期が

短くならないように剛すべり支承を内側に配置して

いる。また、大地震時の揺れを低減させるためにオ

イルダンパーを各方向共に8基設置している。免震

装置の配置は図1の通りである。

耐震設計に用いた設計用地震動は、告示波3波を

1.5倍したものと標準波3波に加え、原子炉施設の設

計で用いる基準地震動Ssに基づく地震動（建物底面

で最大加速度780 Gal）を採用している。

表1 建物概要

写真1 福島第一原子力発電所　「免震重要棟」外観

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

東北地方太平洋沖地震における
福島第一原子力発電所「免震重要棟」の挙動について

土方　勝一郎
東京電力

高橋　誠
同

青柳　隆之
東電設計

真下　貢
同

図1 免震装置　配置図
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3 地震観測
福島第一原子力発電所の免震重要棟では、免震性

能を検証する目的で、地下ピット、1階及び2階の計

3箇所に地震計を設置し、地震観測を行っている。

また、敷地の北側では地盤系の地震観測を行ってい

る。地震計の配置を図2に示す。

地震観測を開始したのは2011年2月21日で、20日

後の2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震（Mj

9.0）が発生した。免震重要棟では本震と余震記録

が収録されたが、12日以降に起こった水素爆発等に

より、記録の回収を行うのが難しい状況となり、約

2ヶ月経って全ての記録が回収された。

図2 地震計配置図

図3 本震で観測された加速度波形（NS）

図4 本震で観測された加速度波形（EW）
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本震時の観測記録のうち加速度時刻歴波形を図3

～図5に示す。また、図6に観測記録の擬似速度応答

スペクトルを示す。

水平動に着目すると、基礎ピットに比べて1階及

び2階の応答は大きく低減し、周期2秒以下の低減が

著しい。一方、上下動については、基礎ピットに比

べて1階及び2階で若干の増幅がみられる。

図7は地下ピットの応答スペクトルに対する1階と

2階の応答スペクトルの比を求めたものであるが、

水平動は短周期側で約30％に低減し、上下動は1階

では約0.03秒が、2階では約0.08秒が著しく増幅して

いる。

水平動については0.3秒付近、上下動については

0.03秒と0.08秒付近の振動性状をみるために、それ

ぞれの周期付近のバンドパス波形を計算し、時々

刻々変化する加速度の分布図を描き図8に示す。こ

の図より、水平動については免震層による応答低減

効果がみられ、上下動については、0.03秒が免震層

の上下変形に伴う免震層－建物の連成系の1次モー

ドであり、0.08秒が上部構造による上下方向の1次

モードであることが確認できる。

23東北地方太平洋沖地震関連
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図5 本震で観測された加速度波形（UD）

図6 本震記録の擬似速度応答スペクトル
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図9に加速度記録の二階積分により算定した免震

層（1階とピット間）の相対変位オービットを示す。

水平面内ではEW方向の変位が大きく約20cm程度、

鉛直面内ではUD方向の変位が非常に小さく約1cm

程度である。
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図7 地下ピットに対する2階と1階の応答スペクトル比

図8 バンドパス波による振幅分布

図9 免震層の相対変位オービット
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4 シミュレーション解析
免震重要棟の設計で採用した水平方向の振動モデ

ルを用いて観測記録のシミュレーションを試みた。

振動モデルは、図10及び表2に示すように上部構造

を3質点にモデル化した質点系モデルである。免震

層は天然ゴム系積層ゴム、鉛プラグ入り積層ゴム、

剛すべり支承及びオイルダンパを採用しており、各

免震装置の諸元は表3のとおりである。

入力地震動は、基礎ピットで観測された記録とし、

図10の入力位置に定義した。

シミュレーション解析により得られた各階の最大

応答加速度値を観測記録と比較して図11に示す。ま

た、EW方向を例として、加速度時刻歴波形の解析

と観測の比較を図12に示す。
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図10 振動モデル

図11 最大応答加速度値の比較

表2 振動モデル諸元

表3（a） 天然ゴム系積層ゴム

表3（b） 鉛プラグ入り積層ゴム

表3（c） 剛すべり支承

表3（d） オイルダンパ
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最大加速度振幅としては、解析の方が若干小さめ

に評価しているが、時刻歴波形形状は観測記録と良

く対応している。

また、図13は加速度応答スペクトルを比較したも

のであるが、解析と観測は良く一致していることが

分かる。

次に、加速度波形を二階積分し、免震層の相対変

位応答を求めて観測記録と比較した結果を図14に示

す。変位応答においても、非常に良く観測記録を説

明できている。

以上のように、設計で用いた振動モデルは観測記

録を良く説明できるモデルとなっており、設計が妥

当であることを確認した。

5 まとめ
柏崎刈羽原子力発電所における2007年新潟県中越

沖地震での経験を踏まえて、福島第一原子力発電所

では、緊急時対策のための「免震重要棟」が2010年

3月に竣工した。免震重要棟では、免震性能を検証

する目的で、2011年2月21日から観測を開始したが、

そのわずか20日後に2011年東北地方太平洋沖地震が

発生し、貴重な観測記録を収録することができた。

観測記録の分析結果及びシミュレーション解析結

果より、免震重要棟が水平動に対する免震効果を充

分に発揮していることを確認すると共に、設計の妥

当性を確認した。その結果、免震重要棟は今回の地

震による被害は無く、緊急時の対策機能を果たすこ

とができたことを報告する。

【参考文献】

1）東京電力ホームページ，「新潟県中越沖地震での発電所の状況」，

http://www.tepco.co.jp/nu/kk-np/chuetsu/another-j.html
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図12 加速度時刻歴の比較（EW方向）

図13 加速度応答スペクトルの比較（EW方向） 図14 免震層の相対変位のオービットの比較
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1 はじめに
仙台オープン病院は1）、昭和51年に紹介・外来型の

医師会病院として設立し、地域医療支援病院216施設

（平成20年10月3日現在）のうち、全国第一号として

平成10年に承認された医療施設である。平成17年5月

に災害時にも医療機能を維持しつつ、救急患者受け

入れの対応を行えるよう、外来棟（A棟）と、ヘリ

コプター離着陸施設を備えた病棟（B棟）を増築し、

免震建物とすることで医療施設としての充実を図っ

ている。現状は、上記の免震建物と同時期に耐震補

強を実施した救急部門と病棟機能を持つ耐震建物の

C棟が主な施設である。

本報告は、同施設の応急点検、定期点検を経験し、

今後の設計に反映しようと考えていること。医療活

動の継続性（MCP：Medical Continuity Plan）に関して

教えられたことを報告する。

2 施設概要
写真1に示すように、駐車場スペースを前にし

て、免震建物の外来棟、病棟（B棟）、耐震建物C棟

が配置されている。施設の概要を表1に示す。

施設は仙台平野直下に存在する長町・利府断層を

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

公益財団法人仙台市医療センター　仙台オープン病院

t坂　隆一
梓設計

表1 免震建物の概要

写真1 仙台オープン病院の全景

図1 A棟の免震装置と記録計の配置
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想定して、免震装置の有効可動寸法を70cmで計画を

行っている。外来棟は部分的に2階建てで建物重量が

小さいため、図1に示すように、31台の免震装置のう

ち、天然ゴム系積層ゴム支承が5台、低摩擦タイプの

弾性すべり支承が26台、鋼棒ダンパーが3台で計画を

行っている。天然ゴム系積層ゴム支承の1台を柱位置

以外に配置するなど、免震装置の平面的な剛性バラ

ンスに配慮した設計を行っている。免震装置が支え

る総重量が23,400kNであることから、変形を是正す

る工事も比較的容易であると判断し、弾性すべり支

承（低摩擦型）を多用する設計を行った。計算上で

は残留変形が少ない評価を得てはいたが、実際に地

震を受けて、残留変形が残る懸念が残る設計判断で

あった。

3 地震の観測
地震観測はA棟2台、B棟3台の罫書型地震計（罫書

板：アルミ製）を設置した。B棟に設置していた地

震計は3.11の以前の地震でアルミ板が掘れていた影

響で、記録を残す前に罫書の先端部分が破損した。

写真2が罫書型地震計の先端部の破損状況である。A

棟の2台は本震の記録を残している。写真3と写真4は

建物の端部に配置した記録である。最大振幅で約

20cmの変位を示している。敷地の約3km南南西に位

置するK-NET：MYG013仙台の本震の観測記録）を

積分して求めた地震動のオービットを図2に示す。ま

た、観測波を入力した振動解析の免震層の変位振幅

を図3に示す。弾性すべり支承の摩擦係数を±50％変

化させ応答解析を行っているが、応答変位は影響を

受けないこと。継続時間は長いが変位振幅の大きな

軌道は一波だけであること。また、変位振幅は片揺

れしている共通する傾向を確認した。なお、図1に地
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写真2 病院（B棟）の罫書型地震計の損傷状態

写真3 罫書型地震計の記録（G/1～2）

写真4 罫書型地震計の記録（A/8～9）

図2 K-NET：MYG013仙台の変位波形
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震3週間後の応急点検時の残留変形量を示している。

残留変形は約10mm程度で、片振幅でありながらねじ

れ振動の影響が少ない結果であった。

4 施設の応急点検
地震3日後の3月14日に建設会社の構造の専門家に

よる点検が行われ、耐震建物であるC棟を含めて、建

物の安全性に関する確認が行われた。設計事務所、

免震建物点検技術者による応急点検は17日後の3月28

日から29日に行った。応急点検が遅れた原因は、ガ

ソリンの現地での調達が困難で、移動手段の制限と

原発の事故の影響による。施設の安全性が確認でき

ていた状況もあり、病院側から応急点検を急がない

とする指示を受けたことにもよる。

1）免震建物の損傷

構造体の損傷は全く無く、本震では不安定な状態

で収納されていたファイルの落下すらなかったこと

を病院関係者から説明を受けた。エントランス部の

可動床は残留変形が50mm発生しても支障が出ない

造り込みを行っていたことから、写真5に示すよう

に継続的な使用に問題は発生しなかった。

しかし、隣接する道路が地下1階のレベルにあり、

周辺の道路と1階に約5mの段差がある。写真6に示す

段差部分に設置した免震建物のカバープレートが大

きく損傷した。カバーの復元のために取付けられた

バネの取付法が適切でなく、外れてしまったこと、

また、パネルが建物に挟まらないよう機能するため

に設置したストッパーが機能せず、カバープレート

が建物と地球間に挟まり蝶番が外れ、パネルに歪み

が発生した。

また、免震建物のA 棟からB棟間、免震建物と耐

震建物間の廊下の可動床のエキスパンション部の隙

間が開く損傷、天井仕上材が復元しない不具合が発

生した。廊下の可動床のエキスパンション部の隙間

は、写真7に示す可動するローラーを拘束するプレー

トの剛性、強度の不足に原因するものと考えられる。

夜間の避難の場合、照明が落ちる可能性もあり、損

傷レベルが進むと避難行動の妨げや、落下による怪

我の原因になる可能性がある。利用者が通行する頻
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図3 K-NET：MYG013仙台

写真5 外来棟エントランス部の可動床

写真6 免震カバープレートの損傷
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度が多いため、避難通路として最大限の注意が必要

な箇所である。

点検の重要性を認識した事項として、地震後の改

修の確認で貴重な体験をした。写真9は3月28日に写

したB棟とごく小さな付属施設間の可動床の写真で

ある。5月2日に実施した2回目の応急点検時の状況を

写真10に示している。付属施設は直接基礎で、地震

の震動で若干の沈下が発生し、エキスパンション床

が部分的に浮上がり、騒音の発生元になっていた。

是正として、可動床の先端を切断する工事を設計者

の確認なしで行った。工事の内容が、地震が発生す

ると可動床に隙間が開き、人が挟まれてしまう状態、

また、可動床の損傷の原因になる状態になった。点

検の重要性を認識し、地震発生直後から修復工事の過

程を十分にフォローする必要を考える経験になった。

２）免震鋼棒U型ダンパーの損傷

鋼棒の損傷は塗装の部分的な落下、取付けボルト

の緩み2箇所が確認できたが、鋼棒ダンパーの変形は

応急点検では問題ないと判断した。12月1日に実施し

た１年毎の定期点検（目視）で鋼棒ダンパーは全数

ダンパーの変形を計測した。計測の要領を図４に示

す。U型ダンパーの３箇所の高さ寸法を計測し、鋼

棒ダンパーの根元の寸法比を取り、メーカーが検討

している形状変化と疲労損傷度に関する資料と比較

する目的で計測を行った。最大の寸法比H2/H0で1.08

が記録されているが、1.05以下がほとんどである。図

３に示す応答変位からレインフロー法により鋼棒ダ

ンパーの本震の疲労を評価するとD値は約６％で、最

大余震を考慮しても10％程度しかダンパーの破断ま

での性能を使っていないと評価した。写真11に示す

ように、残留変形によりダンパーの倒れこみはある

のもの、継続的な利用に問題ないと判断した。

将来、免震建物の棟数が増え、地震後に限られた

時間で点検から判断、是正工事を行おうとすると、

鋼棒ダンパーの疲労評価を、設計者に加えて、免震

建物点検技術者が施主と契約を行い適切に行えるこ

とを理想と考え、実施できるよう試みてみたが、今

回の点検では行えなかった。また、設計者が疲労評
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写真8 免震エキスパンション部（天井）の損傷 写真10 免震エキスパンション部（床）の状態（5/2）

写真7 免震エキスパンション部（床）の損傷 写真9 免震エキスパンション部（床）の状態（3/28）
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価する場合でも設計時のモデルの再現、解析業務に

時間を要することを経験した。

5 病院の医療活動の継続性
3月28日の応急点検以前にエキスパンションの損傷

を知らされていたため、応急点検時に設計・施工段

階での造り込みの未熟さを謝る積もりで応急点検に

参加したが、逆に病院の医療活動の継続性が周辺の

病院と比較して良好であったとして賞賛を頂いた。

強い戸惑いを感じ、免震構造に感謝する経験をした。

災害時の医療活動の継続性を保つ設計に対して、病

院から公開されている資料を整理する作業を行った。

その中で3.11を経験して常識に成りつつある事項も

有るが、今後、設計作業の中で盛り込みたい事項を

まとめてみた。

1）建物は壊さない

耐震建物のC棟は耐震壁のひび割れの発生は有っ

たが、構造的な損傷レベルは軽微と判断できるレベ

ルで、継続的な使用を行うことができた。しかし、

給水管の損傷によりICUが水浸しになった。また、一

時的にC棟の入院患者をA棟、B棟に移動するために、

病院職員の方々に負担がかかった。一方で、地震時

に免震建物のB棟では心臓手術が行われていたが、人

工心肺等は非常用電源に切り替わり、手術は問題な

く終了することが出来た。非常時に建物が安全であ

り、機能を維持する設備が働くことの重要性を強く、

認識した。

2）備品類の散乱防止

備品類の散乱、ラック等の転倒を防止する。片付

けの負担も災害時には重要ということの再認識を強

めた。耐震建物のC棟の地震後の状況を写したもの
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図4 免震鋼棒ダンパ-の計測点

写真11 免震鋼棒ダンパーの点検 写真12 C棟（耐震建物）の給水管の破裂2）

写真13 B棟（免震建物）の手術の継続2）
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を写真14、写真15に示す。耐震構造の特性であるが、

フロアーレスポンスを十分に抑えることが出来ない。

医局のラックの転倒に愕然とした。病院には、キャ

スター付きのラックが多いため、免震建物で地震時

に問題が発生したか点検時に病院関係者へヒアリン

グを行った。本震ではファイルの落下はなく、キャ

スター付きの備品の移動も気にならなかったとの回

答であった。病棟の廊下と病室の間の扉は地震時の

震動でスライドし、看護師の病室の見回り作業の妨

げとなった意見が出された。工夫を行うことて改善

を図るようにしたい。

3）EVの管制運転

EVは管制運転で止まり、3月14日の午前10時まで

止まった状態になった。写真16に示すように、入院

患者への給食の配膳を職員のバケツリレー方式で行

った。現状、免震建物の管制運転用のセンサーは地

球側に設置している。従って、医療施設の継続性が

問われる大地震時にはEVが止まってしまう。エンジ

ニアの点検の病院の優先順位は、閉じ籠り事故が発

生した施設の次で高い優先順位になっている。しか

し、災害時の医療施設の能力を高めるために、一定

の性能を持つ施設は管制運転のルールの検討も有る

のではないかと考えている。

4）水の確保

計画段階で井戸水の利用を設計で盛り込んでいた。

地震直後、約70m3/日の井戸水が利用されたと聞いて

いる。水道の復旧は3月17日の午後5時40分であるが、

汚水設備の損傷も免れていたことから、トイレの利

用が継続的に可能となった。周辺の人たちの病院の

トイレの利用が有ったことも関係者から聞いた。

5）電気の確保

非常用発電機の燃料の確保は72時間（3日間）の条

件で設計を行っていたが、給湯の熱源等の燃料が灯

油で実際は約20日間の灯油が地震直後に確保されて

いた。設備計画で灯油が十分に確保されていたこと

による。しかし、電子カルテの閲覧、画像診断でIT

化が進み、電気の必要容量が想定より多く、地震後

に増設を行ったことを聞いた。

6）災害時の病院の運用を想定した設計

災害時に病院をどのように運用しながら医療活動

を継続するか、設計時に病院と十分な打合せを行う

ことの重要性を認識した。情報の伝達に朝夕のミー

テングが実施されている。コミュニケーションの形

成の負担を軽減するため、コンパクトな機能構成が

望まれる。また、交通手段が確保できず、帰宅が困

難なことから、休息を取るためのスペースが必要に

なる。また、病院関係者の家族の安全確保として、

内視鏡室を職員家族の待避所として運用している。

家族の安全を確保し、安心して医療活動を継続でき
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写真14 C棟（耐震建物）の倒壊した処置室の戸棚2）

写真15 C棟（耐震建物）の医局のラックの転倒2）

写真16 B棟（免震建物）の食事の配膳2）（職員総出のバケツリレ

ー方式による配膳）
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る環境を作ることも大切であることを認識した。

災害時の病院の運用計画を十分に設計に反映し、

計画を行ったものが実際に機能する設計、施工の内

容が問われると考える。

地震を被災し、構造的にはなんら問題は無かった

が、建物として求められた機能が働かなく残念な思

いをしないために、構造設計者が計画全体に注意を

払って参加することが建物の性能を高めるために大

切であると再認識した。今後の設計でも領域を越え

設計を考えて行きたい。

6 まとめ
1）免震建物の選択は間違っていない。

構造体の安全性、揺れの低減効果と、医療活動の

継続性に必要な2つの特性を実現する構造システムと

して、免震構造の選択は目違っていないことを地震

を経験し認識を強くした。有難いことに、仙台オー

プン病院の関係者の皆様も、医療部門の方々にアピ

ールを頂いている。

2）免震エキスパンションの損傷の防止

エキスパンションは壊れる部品であるという認識

を改める必要がある。特に、床材は避難時の落下に

よる人的被害の原因となる。現状では、メーカーの

図面も機構の詳細が明らかな表現がない場合もある。

積算根拠としての図面で設計が終了し、建設段階で

の図面の造り込み、実際に動かす性能確認が行われ

ていない現状がある。特に、屋外使用の場合、可動

床の取付け部の詳細は強度、剛性に加えて耐久性能

が要求される。今後、改善が必要と認識している。

3）応急点検、定期点検

点検の費用は施主の負担となる。予め費用が必要

であることを伝えておくと円滑な運用が出来やすい。

ダンパーの損傷評価等、大きな地震を経験すると計

測による点検が必要になる。応急点検の直後は、計

測を行う詳細点検を実施する仕様を竣工時に計画し、

維持管理マニュアルに掲げて運用することが適当で

あると考えている。その際の点検は、装置、クリア

ランス等に加えて、エキスパンション部分の設備関

係の点検も行う必要があり、エキスパンション部に

点検孔を設けることが必要と考えている。

4）罫書型の地震計の罫書板

ステンレス、アルミを使用した罫書型地震計の記

録は軌道を鮮明に記録することが出来ている。しか

し、罫書の先端に溝ができ、その溝の抵抗により、

剛強な先端部が破損し、記録が取れない経験をした。

定期点検時に交換を行おうとすると、罫書板の予算、

判断、発注、設置と手間を要する。建設時に取替え

用の罫書板を複数枚用意し、維持管理マニュアルで

取換え、保管が行われるように、取換えの目安（溝

の深さ等）を明記し、十分に建物管理者に周知する

ことが大切と考えている。また、建物の竣工後、維

持管理で大切な役割を持つ免震建物点検技術者が、

罫書板の取換えに対して施主に助言できるようにす

ることも大切と考えた。

5）鋼棒ダンパー等の損傷評価

地震後に罫書型の記録の評価、敷地周辺の地震記

録の検討と、免震建物の状況の把握に費やす労力は、

設計者の負担もけして軽くないことを経験した。図

5は3月9日から4月17日までに発生した地震で、K-

NET：MYG013仙台2）で観測された計測震度上位21

波の擬似速度応答スペクトルである。この期間では、

ダンパーの疲労の影響を与える地震は本震と4月7日

に発生した最大余震で、その他の余震の影響は少な

いと判断しているが、今後継続的にダンパーの損傷

を定量的に評価しようとすると大きな負担がある。

評価し記録を伝える必要がある。そこで、何か方法

がないものかと考えている。方法の一つとして提案

するものは、図6に示す全国に配置されている地震計

の処理を一括で行い、代表的な免震建物モデル（数

種類）を設定し、累積する損傷を評価した値をデー

タベース化して公開することを提案したい。

ダンパーの取換えの検討を要する免震建物が有っ

た場合、建物の竣工年月日を確認し、それ以降の敷
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図5 K-NET：MYG013仙台の地震動の擬似速度応答スペクトル2）
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書型地震計が設置された建物で、ヘルスモニタリン

グを行うことが可能な建物の場合でも、本震に加え

て詳細検討から外した余震の影響評価などに使うこ

とができる。建物周辺の地域の情報が提供されれば、

より適当な判断を行うことができる可能性がある。

最も有効と考えていることは、維持管理が行われて

いない施設の場合でも、ダンパーの異常で点検の必

要性が認められたら竣工年月日を調べ、損傷度を積

算し定量的な評価ができると考えている。

全国に配置された地震計を使った天気予報ならぬ

免震ダンパーの疲労予測を行うことで、維持管理か

ら落ちこぼれた施設を救えないかと考えている。
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地の地震の履歴を調べ、累積する損傷度を積算する

ことで、定量的に評価する方法である。実施者はダ

ンパーのメーカーが適当と考えている。地震計、罫

図6 K-NET観測地点地図2）
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1 はじめに
仙台MTビルは、仙台市に1999年に建設された、

日本初の、高さ60mを超える超高層免震建築物であ

る。本稿では、2011年3月11日に発生した東北地方

太平洋沖地震（本震）および2011年4月7日に発生し

た宮城県沖の地震（余震）に関し、仙台MTビルに

おいて観測された地震観測記録を報告する。

2 建物概要
本建物はJR仙台駅の東約200mに位置し、地上18

階、地下2階、塔屋2階の超高層免震建物である。免

震層は地上1階と地下1階の間に設けてあり、加速度

計を4ヶ所（免震ピット、1階、10階、18階）に設置

している。主用途は事務所、店舗であり、写真1に

外観写真を示す。

3 構造概要
基準階伏図を図1に示す．平面形状は3スパン×7

スパンの矩形である。平面中央部に共有コア空間と、

これを挟む両側に執務空間を配する2軸対称の整形

な建物である。軸組図を図2に示す。軒高は74.9m、

最高高さは84.9mであり、事務所基準階の高さは

3.95mである。短辺方向の塔状比は1.81となってい

る。免震層は1階床下部に設け、上部構造は、柱は

RC造、大梁は複合構造の純ラーメン構造である。

大梁は、柱側両端部をRC造とし、中央部を鉄骨造

とした複合構造で、S造の特徴である架構自重の軽

量化とRC造の特徴である柱梁接合部周りの高い剛

性を持ち合わせた構造である。

基礎はGL-11.45mの堅固な凝灰質砂岩を支持地盤

とする直接基礎である。

免震支承配置図を図3に示す。免震構法は弾性す

べり支承10台と積層ゴム支承26台を併用したハイブ

写真1 外観写真

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

仙台MTビル

小室　努
大成建設

河本慎一郎
同

図1 構造伏図

欄木 龍大
同
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4 地震観測
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

（本震）および2011年4月7日に発生した宮城県沖の

地震（余震）の諸元を表1に示す。本建物の最寄り

の気象庁震度観測点（宮城野区五輪）における震度

は、両地震とも震度6弱であった。

仙台MTビルの免震ピット、1階床、10階床および

18階床において観測された最大加速度を表2に示す。

1階床の水平方向の最大加速度は、この直下の免震

ピットの水平方向の最大加速度より低減されてお

り、免震装置による低減効果が見られる。ただし、

上下方向の加速度の低減効果は見られていない。

リッド構法を採用している。

免震層の復元力特性を図4に示す。免震層の降伏

せん断力は1,536（t）とし、設計用風荷重による1階

のせん断力1,281（t）の1.20 倍としている。また、

免震層降伏以降の周期を5.4 秒とし、地震時におい

て長周期化を図っている。

図2 構造軸組図

東 北 地 方 大 平 洋 沖 地 震 関 連

図3 免震支承配置図

図4 免震層復元力特性

表1 地震の緒元

表2 観測最大加速度
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図5 本震（2011.3.11）南北方向加速度波形

図6 本震（2011.3.11）上下方向加速度波形

図7 余震（2011.4.7）南北方向加速度波形

図8 余震（2011.4.7）上下方向加速度波形
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図5および6に本震における各階の南北方向および

上下方向加速度波形を、図7および8に余震における

各階の南北方向および上下方向加速度波形を示す。

本震は継続時間が3分程度と長いのに対して、余震

は継続時間が短いことがわかる。

図9および図10に、本震および余震の擬似速度応

答スペクトル（h=0.05）を示す。本震および余震共

に、基準法で定められている極稀に発生する地震動

（工学的基盤）を少し下回る程度の規模の地震動で

あったと考えられる。

1階と免震ピットの加速度波形から免震層の相対

加速度波を求め、周波数領域上で2回積分を行い、

免震層の相対変位波形を算出した．なお、積分の際

に、周期10 秒のハイパスフィルタ処理を行い、長

周期のドリフト成分を除去した。図11に算出したリ

サージュ曲線を示す。本分析による免震層の最大応

答変位は17.1cmであった。また、免震ピットに設置

した罫書き板の観測では、約23cmであった。これ

らのことから、免震層に降伏せん断力以上の慣性力

が作用して免震層が大きく変形し、上部構造への地

震入力低減の効果が得られたことがわかる。

5 まとめ
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

（本震）および2011年4月7日に発生した宮城県沖の

地震（余震）について、仙台MTビルにおいて観測

された地震観測記録を報告した。本記録から、免震

層が変形し水平動が低減され、免震の効果が発揮さ

れたことがわかった。

謝辞
本資料は森トラスト株式会社よりご提供いただき

ました。ここに感謝をいたします。
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図9 本震（2011.3.11）擬似速度応答スペクトル

図10 余震（2011.4.7） 擬似速度応答スペクトル

図11 本震（2011.3.11）加速度波形より推定した

免震層変位リサージュ（単位 cm）
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1 はじめに
NPO法人 国境なき技師団（Engineers without

Border, Japan、以下EWBJと略称）は2005年に設立

され、「1）自然災害による被災地域の復旧と復興の

ための支援と提言、2）自然災害の軽減化技術の普

及、3）防災協力」に関する土木・建築分野での活

動を行なう非営利法人である。理事長は早稲田大学

土木の濱田政則先生であり、建築分野では副理事長

に和田章先生、理事に西川孝夫先生が参加されて

いる。

インドネシア国スマトラ島パダン市が大きな地震

被害を受けたことに対応して、EWBJとして大越俊

男（東京工芸大）・鈴木智治（ジャカルタ在住）・

寺本隆幸が技術協力を行い、現地の政府建物の免震

化に協力することとなった。この協力プロジェクト

は現在も進行中であるが、その経過を中間報告する。

2 免震構造建物設計協力の経過
1）スマトラ島パダン沖地震

・2009年 9月　スマトラ島パダン沖地震 発生

・2009年10月　地震被害調査（EWBJ・土木学会・日本

地震工学会の合同調査団）

2）EWBJの復興協力

EWBJは、ジャパンプラットホームの資金支援を

受けて、パダンのアンダラス大学と協力して、土

木・建築分野でのパダン地震の復興協力を行った。

・2009年12月　パダン地震復興協力第2次

土木チーム（瀬崎氏以下4名）と建築チーム（大

越・寺本）が協力し、建築は公共建築物の被害調

査と復旧検討を行った。成果として、パダン及び

ジャカルタでシンポジウムを開催し、被害要因の

分析と日本の耐震改修工法を紹介した。

・2010年4月　パダン地震復興協力第3次

前回と同様に、土木チームと建築チームが参加し、

建築分野では耐震診断方法と補強工法を紹介し

た。パダンでシンポジウムを開催したが、建築テ

ーマを免震構造にするよう要望され、日本の免震

構造関連技術を詳細に紹介した。

3）免震構造建物の設計協力

2010年4月の地震復興協力第3次の帰国直前に、免

震構造建物5棟（事務所3棟と病院2棟）の設計協力

を、アンダラス大学より依頼された。

最初のNo.1津波避難建物は、「工事中建物を工事

中断して、免震設計終了後に工事再開するので、至

急設計を行ってほしい。建物の設計は既に完了して

おり（設計料は支払済）、コンサル料は次の建物分

に含めて支払いたい。」という依頼であった。リス

クが高い依頼ではあったが、我々としては免震構造

の利点を説明した経緯から、引受けることとした。

・No.1建物（津波避難建物・州知事庁舎）

2010年5月と6月現地打合せ

設計が終了した杭工事中の建物の免震化に協力

（免震部分の設計、動的解析、上部構造せん断力）

2011年12月現在、ベースプレート・アイソレータ

は納入済みで、マットスラブ完了時点で予算的理

由により工事中断（当初は、2010年12月に4Fまで

コンクリート完了予定）

・No.2建物（公共事業局）

2011年3月と6月に現地打合せ

No.1建物に準じてインドネシア側で略設計したも

のを修正（免震部分の設計、動的解析）

2011年12月現在、ベースプレート・アイソレータ

納入済みで、工事は順調に進行しており、ベース

プレート設置完了し、アイソレータ据付中

インドネシア免震構造建物の設計協力

特 別 寄 稿

寺本　隆幸
東京理科大学　名誉教授
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3 2009年パダン沖地震と官庁建物被害
3.1 地震環境（図1参照）

スマトラ島の地震環境としては、日本と良く似た

状況にあり、プレートの沈み込み領域付近にあり、

過去にも多くの地震が発生している。

3.2 パダン沖地震概要（図2参照）

・発生時間：2009年9月30日　19：16頃

・震源地：インドネシア西部スマトラ島沖

（南緯0.789度、東経99.961度）

・震源の深さ：80km

・地震の規模（マグニチュード）：M7.6

3.3 パダン市付近の地形

西スマトラ州のパダン市は沖積平野にある臨海平

地であり、山地まで徒歩では行けない位置にある。

図3に示すように、山の中腹にあるアンダラス大学

までは、約15kmの距離がある。

海岸に建つホテルから山の方向を見た住宅地の風

景が、写真1である。住宅は平屋ないし2階建のレン

ガ造が主流であり、緑の多い市街地である。

写真1の右に見られるように、官庁建物に多く採

用されている独特な屋根形状は、西スマトラ固有の

もので、水牛の角を模擬したものといわれている。

3.4 パダン沖地震の官庁建物被害

2009年12月に行なった官庁建物の地震被害調査の

一部を、以下に示す。

3.4.1 調査建物1 会計検査院（BPKP）

RCラーメン構造、内外装レンガ帳壁、6階建て

外壁レンガ壁・階段脇レンガ壁と外装材の被害

3.4.2 調査建物3 公共事業局（Public Works）

RCラーメン構造、レンガ帳壁、4階建て

外部独立柱と取合うRC梁のせん断ひび割れ
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図1 世界のプレートの境界

図2 パダン沖地震の震源

図3 パダン市付近地図

写真1 パダン市風景

写真2 会計検査院外観
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3.4.3 調査建物10 西スマトラ州庁舎

インドネシア初のRCラーメン構造、レンガ帳壁、

4階建て、エクスパンションで3つの構造

改修でサッシュの裏側に積んだレンガ壁破損、エ

キスパンションジョイントの衝突

3.4.4 アンダラス大学

外壁レンガ壁が脱落したが、同じ工法で改修工事

を行なっていた。これは、構造被害ではなく建築被

害と思われるが、構造専門家のFeblin教授には改修

工法に対する発言権は無い様子であった。

3.4.5 パダン沖地震の教訓（2009.12.19討議記録）

現地技術者と討議して、パダンにおける建築物の

構造的特徴と地震被害をまとめた要旨を示す。

A）建築構造

・純ラーメン構造（層間変形大）、細い柱、コンク

リートの品質管理不足

・配筋不良、エキスパンションジョイント寸法不足

B）非構造部材

・レンガ帳壁（補強なし、構造関係者のチェック

無？）

・天井（木製吊り材、ワイヤー吊り材、ブレース無）

C）構造被害　

・短柱のせん断破壊、柱上下端の圧縮破壊

・不整形な建物、1階の剛性小、柱梁接合部

D）非構造部材被害

・レンガ壁の破損、建物の衝突、外装材・ガラス破損

・外装部分のレンガ造の付け柱、装飾壁が多く破損

近い将来、パダン沖に巨大地震が発生するとされ

ており、津波対策として市街地に建設される州政府

建物を津波避難建物とする計画としている。

RC造建物に内外装をレンガ壁とする工法が定着

しており、他の工法導入は早急には難しい。免震構

造は、既存建築工法のままで耐震化が可能である。

4 No.1建物（津波避難建物・知事庁舎）
4.1 依頼内容と建物概要

インドネシア基準により設計が終了し杭工事中の

建物を、州政府が耐震性を強化するために、工事を

中断して免震構造とすることに決定した。

EWBJへ協力要請があり、「当面のコンサル料は無

し」との依頼であったが、解析費用や出張費用など

の最低限の経費支払を受けることで合意した。

・建物概要（図4参照）

RC造4階建て、純ラーメン構造、レンガ帳壁、杭

基礎、用途　1～3階：知事庁舎、4階と屋上：津

波避難スペース

・免震構造概要

天然ゴムアイソレータ　　　　500φ　35台

鉛入り積層ゴムアイソレータ　600φ　18台

免震材料は日本製とし、アイソレータは（株）

ブリヂストン、ベースプレートは（株）ダイトー

製とした。

・作業内容

上部構造は原設計断面を用いた動的解析結果をイ

ンドネシア側で再検討した。免震部分は日本基準に
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写真3 公共事業局外観

写真4 州庁舎外観

写真5 アンダラス大学のレンガ外壁の被害
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より、アイソレータ・1階床梁・1階柱脚・マットス

ラブを設計した。

耐震レベルは、州知事要望により日本並み（地震

入力50kine）とし、パダンの記録地震波も使用した。

・成果品（英文）

免震関係図面、特記仕様書、免震検討解析資料、

建築納まりのスケッチ

4.2 No.1建物の現況

図4右側の3階建て（写真6正面の2階建て）の別棟

の知事執務室が建設終了し、No.1建物のマットスラ

ブまで施工済み時点で工事中断している。

日本から送られたベースプレートとアイソレータ

は、それぞれ別の船便で送られたものが無事到着し

ており、指示通り屋内保管をしていた。

5 No.2建物（Public Works/公共事業局）
5.1 依頼内容と建物概要

No.1建物を参考に、免震層を含めてインドネシア

側で略設計を行なった図面に、修正指示を行なった。

前回と同様に、免震構造関係を再設計する業務と

して、経費支払を受けた。

・建物概要

RC造4階建て、純ラーメン構造、レンガ帳壁、杭

基礎

用途　公共事業局庁舎、屋上 津波避難スペース

・免震構造概要（製作者はNo.1と同じ）

天然ゴムアイソレータ　　　　500φ　29台

鉛入り積層ゴムアイソレータ　600φ　22台、

650φ　3台

・作業内容

上部構造はCb=0.15としてインドネシア側で設計

し、免震部分は日本基準によりアイソレータ・1階

床梁・1階柱脚・マットスラブを設計した。耐震レ

ベルは、No.1と同様とした。

・成果品（英文）

免震関係図面修正指示、特記仕様書、免震検討解

析資料、JSSI免震構造施工標準（英訳版）

6 設計協力体制と評価
州政府と直接契約するのではなく、アンダラス大

学Feblin教授にEWBJが協力する体制をとった。最

終的には、コンサル契約は行なわれず、コンサル経

費はどこからか振込まれている。

6.1 設計協力上の問題点

意思決定機関が不明であり、プロジェクトマネー

ジャーが不在と思われる。建築・構造・設備・施工

といった、技術者の役割分担が読めない。
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図5 No.2 建物パース

図4 No.1 建物パース

写真6 No.1建物現場写真　2011.1.10

写真7 No.2 建物現場場写真　2011.6.6

マットスラブ（厚300mm）配筋状況
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・意匠設計は、簡単な図面と図4や図5のようなパー

スを提供して終了する？　詳細な建築図は、施主

側の建築技術者と施工会社が現場対応として作成

し、適宜設計変更しているらしい。

免震関係の設計変更を要求しても、施主は無言

でニコニコするのみで、議論はしてもその場では

決定されない。（工事費は、OKと言った人の支払

いになる?）

・不明確な責任体制

意志決定の流れが不明であり、それに伴い関係者

の位置付けや責任の所在も不明である。

・スケジュールは守られない

No.1建物は、当初の2010年12月に4Fコンクリート

打設終了予定が、2011年6月にマットスラブまで施

工して中断したが、誰も困っていない。

我々としては、「前には思うように進まないが、

後退はしなかった」と、慰め合うしかない。

・コンサル経費

No.1建物は無料でと言われたが、NPOといえども

経費は必要と主張した。結局、No.1で＄24,000、

No.2で＄30,000の支払いを受け、解析費用・図面作

成費用・出張費で、現在収支ゼロとなっている。

（JSSIからの翻訳費用支払を加えての収支）

・輸入手続きの煩雑さ

輸入経路や手続きの煩雑さに加えて、手続き期間

が読めないので、工期設定が難しい。

5.2 評価できる点

・インドネシアで初めての免震構造

試験的な建物はあったようだが、本格的なものは

ジャカルタにも無いと思われるので、インドネシア

における最初の免震構造建物を実現できた。

・NPOだから出来る協力体制

通常の設計事務所では不可能な、メチャクチャな

依頼に柔軟に対応できた。しかしながら、設計料支

払い保証なし、短い設計期間、一から十までの技術

指導が必要などの問題点はあった。

今後の対応としては、プロの設計受託行為をNPO

が邪魔をしないという配慮は、必要であろう。

・州知事や大学関係者との良好な関係

州知事やアンダラス大学関係者の来日に対応し

て、EWBJとして西スマトラ州との関係を強くした。

濱田理事長、東京工大和田研究室、JSSI可児専務理

事、施工会社等にもご協力いただいた。

・成果は免震建物の実現

「竣工時には、大越さんと寺本さんの名前をどこ

かに刻みます。」との、リップサービスが励みとな

っているが、発言した局長は人事異動でジャカルタ

に戻ってしまい、実現するかは不明である。

・東南アジアでの免震構造と日本製品の普及

日本製のアイソレータとベースプレートが採用・

輸出されたので、東南アジアでの免震構造と日本製

免震部材の普及に役立てたと思われる。
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図6 免震プロジェクト関係者の位置付け

039-043_特別寄稿_寺本様.qxd  12.2.17 6:25 PM  ページ 43



44 MENSHIN NO.75 2012.2

免震用積層ゴム支承（以下、免震ゴム）の国際規

格・ISO22762“Elastomeric seismic-protection isolators”

が2005年1）に、その改訂版が2010年2）に発行された。

本ISO規格を基に、日本では免震ゴムのJIS規格の策

定が進められ、2011年8月に発行されている。また、

中国においても、ISOに準拠した国家規格が発行され

ている。さらに、いくつかの海外の免震プロジェク

トにおいて、免震ゴムの試験条件としてISO22762が

引用されている。徐々にではあるが、世界の免震ゴ

ム標準規格としてISO22762の活用が始まっているよ

うである。ここでは、規格策定メンバーの一員とし

ての立場から、本ISO免震ゴム規格の開発経緯や規格

の概要、さらには今後の方針について報告する。

1 開発の経緯
2000年、マレーシア・クアラルンプールで開催さ

れたISO Technical Committee 45（TC45）*1 国際年次

会議において、日本が建築用および橋梁用免震ゴム

の規格原案の提出とともに規格開発に関する申請を

行った結果、規格開発の作業部会としてのWorking

Group 9（WG9）の設立と、日本がその議長国（議

長：東北大学　西敏夫教授）となることが正式に認

められた。尚、WG9の参加国は、日本のほか米国、

英国、中国、マレーシア、インド、タイ他計10か国

であり、主要メンバーである米国、英国、中国から

は各国の免震研究の第一人者である、Professor Kelly

（ University of California at Berkeley）、Dr. Fuller

（ TARRC（旧MRPRA）、Professor Zhou（ Guangzhou

University）が代表として参加されている。その後、イ

ンド（2001、ゴア）、日本（2002、京都）、英国（2003、ロ

ンドン）、ドイツ（2004年、ベルリン）でのTC45年次会議、

さらにマレーシア、タイでの二回のWG9単独の臨時会

議を経て2005年に正式にISO規格　ISO22762-2005 と

して発行された。議長国である日本の役割は、WG9

の運営や原案作成・修正および各国との調整であり、

日本ゴム工業会内に設置された作業部会にて対応を

進めた。

ISO規格は、試験規格”Part-1：Test methods”, 橋梁用

製品規格“Part-2：Products specification-Application for

Bridges”, 建築用製品規格“Part-3：Products specification-

Application for Buildings”の3部構成であり、Part-1で

は、建築用と橋梁用の両試験方法を含む内容となって

いる。2005年の初版完成後、2010年には改訂版であ

る第二版が発行されているが、これは免震ゴム支承

の技術内容で2000年の原案作成当時から、その後の

5年間で技術的な進歩があったこととJIS規格の策定

も睨みながら初版内容の見直しを進め、日本からISO

に修正を逆提案したことによる。ただし、修正は誤

記や書式変更等のものが大半で、本質的な変更はな

い。

*1 TC45： ISO技術委員会のひとつで、免震ゴムの他、ホース、ゴム手
袋、試験方法、など、タイヤをのぞくゴム製品や材料についての規
格策定を行う。

2 ISO22762の策定方針とその概要
ISO規格は世界の共通規格であり、特定の国だけの

事情に適合するものであってはならない。その原則

を踏まえ、規格開発の基本方針としては、当時各国

で用いられていた既存の免震ゴムや免震装置に関す

る規格類をできる限り包含しながら、最新の技術的

知見を盛り込んだ規格づくりを目指すこととした。

既存する関連規格としては、本規格開発当時では例

えば米国のUniform Building Code（ UBC）-1997内

Seismic Isolation（最新IBC2006, ASCE 7：2005）に関す

免震用積層ゴム支承・ISO規格の現状と
今後の方針について

特 別 寄 稿

室田 伸夫
ブリヂストン
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る規定や、欧州では欧州規格EN-15129 “Anti-

Seismic Devices”（2010年施行。当時は策定途中）が

ある。日本では2000年より施行された、国土交通省

による平12建告1446号内における免震材料に関する

規定や日本免震構造協会による免震部材JSSI規格

（2000）が存在している。これら複数の異なる規格内

の試験方法や要求事項を参考にしながら、併せて新

規に規定すべき事項を検討し、規格化作業は進めら

れた。表1に、現在、世界各国で運用されている主な

免震ゴムに関する規格及びガイドラインを示す。

上述のようなISO規格作成に関する基本方針は前提

としてあるものの、一般的には、ISO規格の策定現場

においては、国益を優先した各国の駆け引きによっ

て紛糾することが多い。WG9は、比較的、純技術的

かつ中立的な観点から議論が交わされていたようで

はある。それでも参加各国にはそれぞれの利害に関

する思惑があり、いくつかの規定については、お互

いがどこかで妥協点を見出してバランスを取る必要

があった。原案作成者であり議長国である日本とし

ては、自国製品の国際市場における優位性を確保し、

また将来のJIS規格化を念頭に置きながら、低品質な

輸入製品を排除しうる内容を盛り込むことを意識し

た。そのような議論が交わされた一例として、圧縮

せん断試験機に関する規定が上げられる。免震ゴム

の特性評価に用いられる圧縮せん断試験機は、大型

でかなりの投資を伴う設備である。海外では、比較

的小規模な専門メーカーが免震装置を製造している

ため、自前で大容量（荷重、変位）の試験機を保有

することは容易ではなく、プロジェクトによっては

大学の試験機を借用して試験を実施しているケース

もある。しかし、免震ゴムの圧縮せん断試験機は、

免震ゴムの試験評価を正しく行うためには最も重要

な設備であり高い計測精度が求められるため、それ

を担保するための細かな規定を盛り込む必要がある。

海外のメーカーでは、当時、図1（右側）に示すよう

な2体を縦に直列に並べて加力する試験機がよく使用

されていた。このタイプの試験機では試験2体の平均

の性能しか評価できないため、当初原案では認めな

いこととしていたが、最終的には構造設計者が認め

た場合にのみ、使用可能とする規定とした。また、

後述する型式試験の終局特性試験においては、免震

ゴムが破断または座屈を生じるまで評価するよう日

本の原案では規定していたが、海外メーカーの試験

機能力では困難な場合もあるため、最終規格では

45特別寄稿

表1 海外各国で運用されている主な免震ゴムに関する規格

図1 1体ごとの評価を行う圧縮せん断試験機と2体直列型の圧縮せん断試験
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2.2 製品規格（建築用）Part-3：Products specifications-

Application for buildings

（1）分類 Classification

・製品タイプ：特性や構成部材によって次の3タイプ

に分類している。

①天然ゴム系：Linear Natural Rubber Bearing（LNR）

②高減衰系：High-damping Rubber Bearing（HDR）

③鉛プラグ入り：Lead Rubber Bearing（LRB）

・接合部の構造による分類：フランジや連結鋼板の

構造によって次の3タイプに分類している。

①フランジ一体型　②フランジ組み立て型

③拘束リング型3）

・水平特性の許容公差による分類（等級分け）

表2に示すように、水平特性値（水平剛性、減衰定

数等）に関する、個々の製品（Individual）および免

震層全体（Global）の製造許容公差について2クラス

に等級分けを行っている。

（2）要求事項　Requirements

ここでは、免震ゴムの要求事項が規定されており、

製品規格の中で最も重要な箇所である。ここでの重

要な規定として、Type test（型式試験）とRoutine

test（出荷試験）の2段階の試験が要求されている点

があげられる（図3）。Type test は、免震ゴムのタイ

プやサイズごとに必要とされる試験であり、基本特

性のほか、ひずみ依存性、面圧依存性、終局特性、

耐久性等の詳細な評価が要求される。一方、Routine

testは、基本特性（鉛直特性、水平特性）のみで、プ

ロジェクト毎の出荷試験に相当する。Type test お

よびRoutine testでの評価項目および試験体に関する

規定を表3に示す。

（3）設計通則　Design rules

免震ゴムの設計に関する基本事項が規定されている。

各特性値の設計式や終局特性の予測式などである。
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個々のプロジェクトにおける最大変位までの変形能

力を確認することでよしとしている。基本的な違い

として、他国では日本のように免震ゴムが各メーカ

ーですでに設計されカタログ化されているのではな

く、プロジェクトごとに免震ゴムが個別設計されて

いる場合がほとんどである。そこで、規格ではプロ

ジェクトごとの個別設計でも対応可能となるように

配慮している。また、基準面圧や規定ひずみ、さら

に各評価項目に対する基準値は特に定めず、それら

は各国が事情に併せて定めることとした。このよう

に、日本国内での実績をベースとしながら、各国の

意見もできるだけ盛り込む形で規格づくりが進めら

れた。

以下、試験規格Part-1：Test methodsと製品規格

Part-3：Products specifications-Application for buildings の

概要といくつかの重要な事項についての解説を行う。

2.1 試験規格Part-1：Test methods

Test methods の構成は、”Rubber material tests”

と”Isolator tests”に大別される。

（1）ゴム材料試験　Rubber material tests

引張特性試験、熱老化特性試験、接着特性試験、

ぜい化特性試験、耐オゾン性試験など、一般的なゴ

ム材料の物理特性試験について規定されている。ま

た、免震ゴム用材料特有の試験として、せん断サン

プル（図2参照）を用いた、せん断ひずみ依存性、温

度依存性、周波数依存性試験方法が規定されている。

（2）免震ゴム試験 Isolator tests

基本特性試験（水平特性、鉛直特性）の他、面圧

依存性試験、繰り返し特性試験、終局特性試験、ク

リープ試験、耐久性試験等の試験方法が規定されて

いる。また、圧縮せん断試験機の必要仕様、摩擦の

補正方法、荷重計の校正について規定されている。

前述のように、終局試験では海外の事情に配慮し、

設計条件で与えられた最大変形量までの加力で破断

等の異常がないことを確認すればよいこととしてい

る。

図2 せん断特性評価用試験体（Lap-shear type specimen）

表2 水平性能の等級分類
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（4）その他

製造公差（Manufacturing tolerances：製品高さ、

傾斜、ゴム直径等）や製品表示（Marking and

labeling：サイズ、製造番号、製造会社）について規

定されている。

（5）Annex（付属書）

各種実験評価の事例やDesign rulesで示された設計

式の根拠、数値解析用モデル、終局特性の評価方法

（図4）、接合部の強度計算法などが参考（informative）

として紹介されている。

3 今後の方針‐運用手引きの作成
ISO22762は、2010年11月に第2版が発行され、今後

もISOで定められた5年ごとの定期見直しにおいて、

改訂が検討される。一方で、ISO22762は、日本のよ

うにはまだ免震が普及していない諸外国で運用する

には、専門性が高く量も多く扱いにくい面がある。

そこで、ISO22762の“運用の手引き書”として、”

Guidance for application of ISO22762 （2010）”を作成す

ることを2011年横浜で開催されたWG9において決議

した。Guidanceには、ISO22762の要求事項、設計通

則の各項目について例題を交えて解説を加え、参考

資料として多くの実験データを掲載することとして

いる。まずは建築用免震ゴムの製品規格（Part-3）の

Guidance についての作成作業を開始し、2012年完成

を目指すこととした。またISO規格の紹介活動につい

ては、これまでもWG9メンバーが中心となって国際

学会等で実施してきたが、今後も継続していきたい。

さらに、この規格が世界の免震設計の現場で活用さ
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図3 型式試験（Type test）と出荷試験（Routine test）

表3 ISO22762-3（2010）免震ゴムの試験
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れるよう今後も改良を重ねて、よりよい規格にし

ていきたいと考えている。
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図4 Annex（付属書）の一例：終局特性の評価方法について
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49委員会報告

未曾有の被害をもたらした3月11日の東日本大震災から約8ヶ月経ちました。「免震構造を採用する先端企業

訪問」として、今回は、前回までの二回と異なり、東日本大震災の際に地区の防災拠点として、過酷な状況

下で消防活動を遂行しました石巻地区広域行政事務組合消防本部を訪問しました。

お話をお聞きしましたのは、石巻広域消防本部消防長の星幸三郎様、消防本部次長の土井兼一様、総務課

長の阿部瑞彦様、および、建築主である株式会社PFI石巻の代表取締役（若築建設株式会社東北支店）の後藤

俊明様です。星消防長は計画当初から建設に深く係ってこられてきました。当方は、社会環境部会委員で、

この建物の構造設計者でもある中澤委員と委員長の久野です。

市内の火災情報のアナウンスが時折流れる庁舎で、初めに、今回の大震災における石巻広域消防本部の活

動についてご説明いただき、その後、お話をお伺いしました。

大震災における消防活動について

石巻地区は、今回の震災で最も大きな被害を受けた地区で、死亡・行方不明者は約6,000人に及んでいます。

3月11日14時46分に地震が発生し、石巻の実際の震度は6強でした。14時49分に大津波警報を受け、15時26分

に鮎川地区に8m50cm以上の津波が到達しました。地震直後に港の方面で火災が発生し、消火活動を実施中に

津波が襲来し、10台の消防車が流されました。14署所のうち8署所が被災を受け、市内が広域に浸水する中、

発災の翌12日の朝には新潟隊が到着し、最初は船を利用して活動を再開しました。その後、北海道を始め全

国からの救援隊が到着し、約10,000名の応援、および、消防車100台、救急車40台を借受けて、東松島市、女

川町も併せた広域な地域で、続発した火災の消火、津波による被災者の救急、救助活動を、長期間に亘り実

施しました。地震後2、3日目は5分間に1回の出動要請にすべて対応しました。

消防本部庁舎の建物概要　

消防本部庁舍は、圏域の中心となる石巻駅の北側、北上川に隣接しているものの丈夫な堤防に囲まれ、100

年間水害がなかった地域に建設されました。建物は、鉄筋コンクリート構造で地上3階、塔屋1階、延面積

4,624m2（庁舎部分は2,988m2）で、屋上に無線用鉄塔を備えた基礎免震構造の建物です。庁舎の3階に救急車両

の出動を統御する高規格の指令センターが設置されています。2007年3月に竣工し、4月にオープンしました。

建築主は株式会社石巻PFI、設計者は株式会社関・空間設計、織本構造設計であり、施工は若築・佐藤・遠

免震構造を採用する先端企業の訪問　第 3 回

石巻地区広域行政事務組合　消防本部
社会環境部会　委員長

大成建設　久野 雅祥

委員会報告

説明風景 星消防長
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藤JVです。建物は杭長55mの既製コンクリート杭で支持され、免震装置は、天然ゴム系積層ゴム6台、鉛入

り積層ゴム5台、弾性すべり支承8台、オイルダンパー5基で構成されています。

3月11日の地震では、石巻市の震度は6強、免震層の最大変位は23cmでしたが、残留変位はなく、鉄塔およ

び屋上に設置されている衛星通信用の小型地球局（USATアンテナ）は元の位置に戻り、床部のエキスパン

ションも正常に復元しました。また、津波により免震層は冠水しましたが、建物内への浸水はありませんで

した。

免震構造採用に当っての経緯

消防本部庁舎は、東松島市、女川町と2市1町村のPFI（BTO方式）事業で建設されました。計画段階では

予算の制約で、救急車両などの出動を統御する消防指令センター室だけを床免震で計画していましたが、

PFI事業の中で、建物全体を免震にすることが提案され、実施されました。

東北地方太平洋沖地震発生時の状況について

地震の揺れに対して

建物は大きく長く（2分程度）揺れ、庁舎内の職員は多くの人が立っていましたが、立っていられないよ

うなことはありませんでした。（気象庁の震度階では、震度4「ほとんどの人が驚く。歩いている人のほとん

どが、揺れを感じる。」、震度5弱が「大半の人が恐怖を覚え、物につかまりたいと感じる。」とあり、震度4

免震層 変位記録装置

外観
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～5弱程度かと推測されます。）

建物の天井、間仕切り壁などの損傷はほとんどなく、机の上のパソコンのディスプレイ一台が転倒した程

度でした。床部のエキスパンションは元に戻り、シャッターのずれもありませんでした。また、設備機器、

配管については、建物内部の被害はありませんでしたが、地中の建物内部への接続部の配管が一部破損しま

した。地震により地盤が沈下したので、配管に強制変形がかかったことが原因と推測されます。

地盤の液状化はありませんでしたが、石巻市広域で地盤が最大1m程度沈下し、周辺部も20～30cm沈下し

ましたが、消防庁舎敷地は、液状化対策のためサンドコンパクションを実施していたことにより、周辺部よ

り沈下量が少なく、玄関廻りが数cm沈下した程度に留まりました。

インフラは電気、水道、下水道、ガス、電話いずれも停止しました。電気は自家発電で対応しました。地

下タンクは海水が混入している恐れがあるので使用せず、上階のサブタンク（2日分）および入手できた軽

油で1週間対応し、その後は、用途上、優先的に供給を受けることができました。なお、発電機は水冷式で

すが、ラジエーターがあり不凍液を循環させて冷やす方式で、外部から水の供給は必要ありません。

水は、2週間程度、救援隊から供給を受けました。

通信は、有線が断絶して使用できませんでしたが、無線および衛星電話が使用でき、宮城県や日本全国各

地と通信ができました。

津波に対して

地震発生後約1～2時間で、市街地が津波により浸水し、市内ほぼ全域が水没しました。周辺地区は

1m40cm程度浸水しましたが、消防庁舎は周辺より1m程度高くしていたこと、地盤沈下が少なかったことに

より車庫ぎりぎりで止まり、免震ピットには上部の側方の開口部から浸水したものの、建物内への浸水はあ

りませんでした。

消防活動への影響

地震直後は消防活動への影響はなく、海岸地区の火災の通報を受けて消防車が出動しました。しかし、消

火活動中に津波を受けて被災し、消防車10台が流されました。職員全員にけがはなく無事でしたが、最後の

職員が帰庁したのは3日後でした。

消防本部の生命線は高機能消防指令センターからの消防、救急車両の出動指令であり、地震後、残留変位

がなく鉄塔、および、衛星通信用の小型地球局（USATアンテナ）の位置がそのままであったことから、有

線が遮断して2週間程度使用できない中、無線、衛星電話を利用して機能を保持することができました。地

震後の2、3日目には、5分間に1回の出動要請にすべて対応することができました。

多くの医療機関が被災して救急車の受け入れができずに、石巻赤十字病院がすべての患者を受け入れる態

勢を取る中で、消防本部は震災当日から石巻赤十字病院に救急救命士を派遣し、救急搬送の連絡調整、ヘリ

コプターで搬送される多くの患者の安全管理、搬送支援のための職員派遣を行った他、手術等に必要な水を

10tタンクローリーでピストン輸送するなど、一体となって活動しました。

避難者の受入れ

消防本部庁舎は、避難場所に指定されてはいませんでしたが、避難者を最大450名受け入れました。期間

は1ヶ月程度で、運営は町内会で対応しました。当時市内で電気がついていたのは、この消防庁舎と石巻赤

十字病院の2ヶ所だけでした。建設当初に、地域への貢献として、何かあったら住民を受け入れることを表

明していたことが現実となり、近隣住民の役に立ててうれしく思っています。

余談ですが、食糧、水は近くの、水没して営業できないスーパーマーケットから運び、また、免震ピット

に浸水した海水を排水用水として利用することができました。
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施設の復旧状況

施設の応急復旧に当っては、PFI事業であったことが非常に有効でした。消防車の出動に支障をきたす地

盤のでこぼこの補修や、インフラ関連の復旧など迅速に対応することができました。

インフラの復旧状況は以下の通りでした。

電気：1週間程度。

水道：2週間程度。

ガス：1ヶ月程度。特に支障はなかった。

通信（有線）：2週間程度。

免震装置は点検を実施し、海水が浸水した影響の対応について、現在検討中です。

一連の状況に対して免震構造であったことへの評価

消防本部としての重要業務は、出動要請に対して、指令センターから消防車・救急車の出動指令を出すこ

とであり、そのためには無線、衛星電話が使用できることです。さらに、消防車、救急車両が出動できるこ

とです。

東日本大震災においては、免震構造であったことにより、建物、鉄塔の被害はほとんどなく、残留変位も

なかったので、出動指令を出すことができ、防災拠点としての役割を果たすことができました。そして、水

が引き、インフラ復旧後、速やかに日常活動に戻ることができたのも、免震構造で被災を受けなかったこと

によるものです。

今回の震災で、石巻赤十字病院の医療活動はマスコミで大きく報道されましたが、これは、石巻消防本部

が5分に1回の出動要請に対応し、救急、搬送、トリアージュと、病院と一体となって医療活動を支えた結果

でもあります。

石巻赤十字病院も免震構造で、石巻赤十字病院と消防本部の二つの防災拠点がいずれも免震構造であった

ことにより、それぞれ機能を発揮することができ、想定外の被災に対しても医療、消防活動を遂行できたと

言えます。星消防長から、石巻赤十字病院の石川先生と「免震建物でよかった。」と話しをしましたと締め

くくって頂きました。

最後に、消防活動中に亡くなられました、および、未だ行方不明である253名の方々のご冥福をお祈り申

し上げますとともに、石巻・東北地方が少しでも早く復興することをお祈り申し上げます。

星消防長（右）と後藤社長
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訪問記
・3.11における活動状況を直接お聞きし、TVや新聞では報道されない消防本部の困難な状況下での活動に触

れることができました。胸がつまる話もお聞きしましたが、防災拠点として機能を発揮できたのは免震構

造によるものとお話をいただき、今後の普及活動に向けて心強く思いました。（久野）

・3.11の後、なかなか連絡が取れず構造設計者として気がかりでしたが、地震後の消防本部の活躍をお聞き

し、免震構造を勧めて良かったと思うと同時に、免震構造を採用して本当に良かったと言う星消防長のお

言葉が印象的でした。また今回、社会環境部会委員としていろいろ現場のお話を聞いて、設計者と建物の

使用者との密な意見交換をすることの重要性を改めて感じました。（中澤）

星消防長と中澤委員、久野
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講習会報告

1 報告会概要
日　時：1月26日（木）13：30～17：40

会　場：新宿NSビルホールA

（東京都新宿区西新宿2-4-1）

会場は290名の参加者で満席となった。当日の朝

日新聞（朝刊）1面に本講習会の内容が掲載され、

会場内でも話題となっていた。

2 プログラム
司会　本委員会委員　　日本大学教授　古橋　剛

13：30～13：35

主催者代表挨拶

日本免震構造協会会長　西川孝夫

13：35～17：10

応答制御建築物調査委員会総括

本委員会 委員長（JSSI副会長）

（株）三菱地所設計 深澤義和

免震構造設計部会

委員長 東京理科大学教授 北村春幸

WG主査 清水建設（株） 北村佳久

WG主査 （株）熊谷組 荻野伸行

免震構造地震応答評価部会

委員長 慶應義塾大学教授 三田　彰

委員 清水建設（株） 猿田正明

委員 三井住友建設（株） 川島　学

委員 竹中工務店（株） 曽根孝行

制振構造調査部会

委員長 東京工業大学教授 笠井和彦

委員 （独）建築研究所 鹿嶋俊英

17：10～17：40 質疑

17：40 閉会

3 報告会概要
報告の概要を以下に示す。なお、本調査報告書

は協会でCD-ROMの販売がされている。

3.1 主催者代表挨拶

西川会長より、本調査委員会は2011年4月に発足

し不具合を含めた調査が行われたこと、この1年間

で整理された結果と問題点に対して、その対策を

今後検討していく予定であることなど、本会の趣

旨説明が行われた。

3.2 「東北地方太平洋沖地震に対する応答制御建

築物調査」

①応答制御建築物調査委員会総括

・免震327件、制振130件の報告。

・構造体の被害はゼロだが、免震制振部材の変状

や仕上げなどの損傷が発生した。

・免震建物の挙動の調査、効果の確認と課題の抽

出を行い、うまくいったものを広め、不具合を

改善することが本委員会の目的である。

報告会
－東北地方太平洋沖地震に対する応答制御建築物調査－

免制震ディバイス
齊木　健司

写真1 主催者代表挨拶

ブリヂストン
竹内　貞光
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講習会報告

・不具合の状況から免震構造設計部会に免震エキ

スパンション（以降「免震Exp.j」と記述）とダ

ンパーのWGを設け、詳細検討を実施した。

・協会の設立趣旨として「免震構造の適正な普及

を図るとともに、より確実な耐震技術の発展と

安全で良質な建築物の整備に貢献」することが

あり、今後ガイドラインの発表などを行う予定

である。

②免震構造設計部会報告

・免震部材は定期的かつ異常時に点検を行い、基

準を満たさない部材は取り替えを前提としている。

・免震は長周期地震動に対しても効果を発揮した。

・水平全方向に大きく動くことに対する認識不足

による、周辺技術の不備が明らかになった。

・応急点検項目について、免震部材によっては判

定基準が実情に即していないことが明らかにな

った。

・今後社会が免震構造に寄せる期待を受け止めら

れるシステムを構築するために、常設委員会に

より調査、研究を推進する。

・免震Exp.jの事例報告に対して部位ごとに損傷の

状況を分類し、損傷の原因と性能を発揮するた

めの対策を報告書にまとめている。

・履歴系ダンパーの問題事例に対する対策に加え、

維持管理に関する試案を提示した。ダンパー一

体型アイソレータについても既往研究に基づく

検討を行っている。

③免震構造地震応答評価部会報告

・地震計により計測記録が得られた20棟を検討した。

・全棟免震効果が発揮されている。

・振動モードの推定はARXで評価が可能で、部分

空間法は複素モードの推定も可能である。

・加速度記録から因果性フィルタの利用によって

相対変位は精度良く算定できる。

・各委員より仙台市および東京近郊の免震構造に

対する検討結果が報告された。

④制振構造調査部会報告

・制振構造11棟、耐震構造7棟を検討した。

・加速度記録の周波数軸積分による変位時刻歴と、

振動モードの抽出・重合による加速度・変位時

刻歴の評価を行った。

・主要動部分は高次モードの同定を行うことで精

度が向上する。後日HPなどで公開を予定する。

・制振構造の評価は層間変形角が主体であったが、

内部被害を考えると応答加速度の低減が重要で

ある。

・内部被害の傾向を判定するため、床・天井応答

スペクトルを作成した。

・建築研究所の強震観測対象建物の内、首都圏に

建設された4棟について、検討結果が報告された。

4 質疑応答
活発な討議と多数の貴重な意見が交わされた。

その一部を以下に示す。

・「免震建物の維持管理基準」の改訂も視野に入れ、

不具合の事例については議論を進めていく。

・毎年実施する目視主体の定期点検について、ダ

ンパーや周辺環境及び状況の点検方法を具体的

な項目を追加する必要がある。維持管理に対す

る啓蒙活動が重要。

・鉛ダンパーの亀裂対策として、取付け部の振動

絶縁方法を検討しており、後日別途報告する。

・東京都内の免震改修建物事例に示された免震層

の復元力特性が特殊ではないか。

→粘性制震壁だけをダンパーとして採用してい

ることによる影響と考えられる。

・天井が落下した建物で観測された応答加速はど

の程度か。

→床の応答加速度は0.2m/s2程度だが、天井は増幅

された可能性が高い。

・免震はメンテナンスやフォローが必要であるこ

と、多少のリスクを含んでいることを社会に伝

えながら技術を進めていくことが大切である。

写真2 会場内風景
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了し、申請

者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第三号ロの規定による免震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物、または建築基
準法第20条第一号の規定による高さが60mを超える超高層建築物の性能評価
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）業務

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
減衰材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

川金コアテック型KYM
オイルダンパー

申請者

川金コアテック
光陽精機

10003
（H23.4.13）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
減衰材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

EAE－SRIM型粘性
ダンパー

高環境エンジニアリング
上海材料研究所

11002
（H23.7.5）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

FUYO式鉛プラグ挿入
型積層ゴム支承（G4）

フジタ
Wuxi FUYO Tech

11005
（H23.10.17）

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 57



58 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 58



59国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 59



60 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 60



61国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 61



62 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 62



63国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 63



64 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 64



65国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 65



66 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 66



67国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 67



68 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 68



69国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 69



70 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 70



71国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 71



72 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 72



73国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 73



74 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 74



75国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 75



76 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:41 PM  ページ 76



77国内の免震建物一覧表

超高層免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:42 PM  ページ 77



78 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:42 PM  ページ 78



79国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:42 PM  ページ 79



80 MENSHIN NO.75 2012.2

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:42 PM  ページ 80



81国内の免震建物一覧表

057-081_国内免震建物一覧.qxd  12.2.17 6:42 PM  ページ 81



82 MENSHIN NO.75 2012.2

委 員 会 の 動 き

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は 10/16、11/15、

12/13に開催された。会員の入退

会、各種行事の進捗状況等を確

認した。役員、審議員の改選に

ついて審議を始めた。

技術委員会
委員長　北村　春幸

東日本大震災における応答制

御建築物調査の最終報告会（1／

26）に向けて、精力的な活動が行

われた。その成果を指針等で反

映すべく、技術委員会各部会で

検討が行われる予定である。さ

らに、超高層免震建物の普及に

伴い、長周期地震動や台風など

継続時間が長い外力への対応が

求められるようになり、指針と

して整備すべき事項が新たに生

まれた。耐風設計部会や免震部

材部会などではこれらの検討が

精力的に行われている。

免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

各種合成構造設計指針の改訂

に伴う「免震部材の接合部・取

付け躯体の設計指針」の改訂版

を、5月のJSSI技術報告会に向け

て執筆中である。また免震クリ

アランス（水平・上下方向）に関

するJSSI案について作成中であ

る。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

11月21日の18-20時に第67回

小委員会を開催した。前回に引

き続き、設計用入力地震動ガイ

ドラインの改訂版の作業を行っ

ている。各章担当者より報告が

あり、内容の確認や調整を行っ

た。今年度中には第一次案をま

とめる予定である。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

「非線形粘性ダンパーを含む免

震層の簡便な応答予測法」の技

術委員会報告会発表に向けての

原稿作成、また、「EXCEL版ソフ

ト」の協会ホームページからの

ダウンロード公開に向けて準備

作業を行っている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

12月の耐風設計部会、10月の

免震部材WG、および「情報共有

サイト」の利用により、「耐風設

計指針」の作成作業、特に、付

録の充実に務めている。微小振

動による累積疲労損傷が特別な

ケースに限られていないようで

もあることから、「供用期間にお

ける暴風の累積作用時間の簡易

評価方法」を付録に追加するこ

ととした。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI施工標準の次回改訂へ向

けて追加すべき内容を検討して

いる。免震工事施工計画書の構

成・書式の掲載を計画している

が、計画書作成時のガイドブッ

クとするか、標準となる内容の

雛形とするかは未定。また、ペ

ージ数によっては、別冊あるい

は付録とすることも考えている。

免震部材部会
委員長 C山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　b山　峯夫

前回の委員会では、積層ゴム

のJIS（JISK6410-1，2）で規定され

た性能試験の方法について検討

した。JIS規格では現行の部材認

定での手法を踏襲しており、そ

れほど真新しい点は見られない。

今後もアイソレータの性能評価

や試験法について議論していく

予定である。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

各ダンパーの新たな知見（部材

特性データや評価方法）の調査・

検討を継続して進めており、東

北地方太平洋沖地震における応

答制御建築物調査委員会　免震

構造設計部会ダンパーWGにおけ

る共通テーマでもあることから、

合同WGを開催し、調査内容につ

いて審議している。また、防耐

火部会（オイルダンパー耐火性能

WG）で検討しているオイルダン

パーの耐火試験の協力も平行し

て行っている。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の技術開発あるいは

制振効果に関する検討を行うた

めの活動を10/27（10名）、11/24

（7名）、12/22（5名）に行った。主

に、「エネルギ吸収効率を最大化

するON/OFF制御型オイルダンパ

の開発と実用化」（10/27、鹿島建

設・栗野氏）、および「免震／非

免震の効果比較事例」（9/29、清水
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建設・中島氏）の講演および意見

交換を行った。さらに、次の技

術報告会に向けて、「制振部材取

付け部の設計上の留意点」およ

び「制振ダンパー性能に及ぼす

ブレース剛性の影響」に関する

報告を行うための検討を行った。

また、「パッシブ制振構造の設

計・計算講習会」に関しては、

第4回を12年初夏頃に開催する

ための準備作業を行った。

防耐火部会
委員長　池田憲一

免震建物の耐火設計ガイドブ

ックが完成。講習会を2月に開催

し、会員へ配布予定。オイルダ

ンパーの耐火性については、基

本実験結果をもとに各社製品の

安全性の証明方法を検討。すべ

り支承の耐火性については、耐

火認定試験方法と認定条件の具

体案を検討。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

11月21日に行われた普及委員

会運営幹事会では、応答制御建

築物調査と会誌の表紙改訂につ

いて討議した。検討結果につい

てはいくつかの意見を他からも

頂いており、それも含めて再度

委員会で検討する。その他の詳

細については以下の各部会の報

告による。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

応答制御建築物調査委員会で

行われた東北地方太平洋沖地震

に対する応答制御建築物調査と

歩調を合わせる形で、免震建物

の居住者・勤務者へのアンケー

ト調査を実施するための準備を

行った。実際に勤務・居住され

ている方が経験されたことや免

震建物に対する評価を聞き、免

震建物の更なる普及へ繋げるこ

とが目的です。東北・関東地方

を中心に対象建物を選定し、ア

ンケート調査用紙を作成した。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は10月26

日（水）に開催されました。11月

25日（金）発行予定の会誌74号の

進行状況の確認、次の75号の内

容及び執筆依頼について検討し

ました。

75号では、3月の東日本大震災

関連の寄稿として免震建物の地

震時の挙動や防災拠点として対

応状況など今後の計画・設計に

参考となる記事を掲載していく

方針とした。協会が一般法人化

されたこともあり、会誌の表紙

改定作業が進められ、検討案の

絞り込みがなされた。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

11月30日に第27回委員会を開

催した。3.11の東日本大震災を踏

まえた今後の活動について討議

した。免震構造を採用する先端

企業の訪問として、地震後、防

災拠点としての活動を遂行した

石巻消防本部を訪問し、訪問記

をMENSHIN2月号に投稿した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

昨年9月の第12回世界免震会

議において、次回の会議（2013

年）の開催場所に日本と米国が

名乗りを上げたが、その後の投

票で日本で開催することになっ

た。東日本大震災が起きたこと

や日本免震構造協会の20周年に

当たることが日本での開催の決

め手となった。会議の成功に向

けて国際委員会として積極的に

関与していきたいと考えている。

また、ベンチマーク建物を用い

た各国の免震設計法の比較につ

いては、各国の事例や比較の結

果を論文にまとめることができ

たので、ホームページに掲載す

る予定である。さらに、免震装

置の性能比較や検査規格に関す

る国際比較についても取り組ん

でいきたいと考えている。

表彰委員会
委員長　中埜　良昭

第13回（2012年）表彰委員会の

第二回会合が2011年12月16日に

開催された．委員会の開催に先

立ち，10月から12月にかけて技

術賞および作品賞応募建物のヒ

アリングおよび現地調査を実施

した．技術賞の応募数は3件で，

免震構法による新築建物2件およ

び免震改修建物1件である．また

作品賞の応募数は8件で，その内

訳はそれぞれ免震構法によるも

のが6件，制震構法によるものが

1件，各構法をそれぞれに採用し

た2棟からなるものが1件で，い

ずれも新築建物である．技術賞

については現地視察結果ならび

にヒアリング結果に基づき，ま

た作品賞については現地視察結

果に基づき，それぞれ受賞候補

対象を選出した．また普及賞に

ついては応募数1件に対してその

受賞の可否を審議した．なお本

年度は功労賞の応募はなかった．

これらの審議結果はいずれも西

川孝夫会長へ後日書面にて報告

された．
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資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理

技術者」および「免震建物点検

技術者」の資格に関わる講習・

試験及び更新講習会の実施とそ

の合否判定の事業を担当してお

り、年間4回の『講習・試験』及

び『更新講習』のうち、今年度

は下記の日程で計3回が当期に開

催された。この間、2回の当委員

会「運営幹事会」を開催し、「免

震部建築施工管理技術者試験」

では554名の受験者のうち457名

を合格として新たに資格認定を

行った。

10月2日（日）第12回免震部建

築施工管理技術者講習・試験（会

場：東京・ベルサール渋谷ファ

ースト）合格者457名

11月6日（日）第7回免震部建築

施工管理技術者/更新講習会（会

場：東京・砂防会館）更新者420名

11月27日（日）第5回免震建物

点検技術者/更新講習会（会場：東

京・JA共済ビル）更新者109名

なお、今年度はこのあと1月28

日（土）に「第10回免震建物点検

技術者講習・試験」（会場：東

京・JA共済ビル）が予定されてお

り、171名の受験申込を受け付け

ている。
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 10.3 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 事務局 8
 10.4 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
 10.5 技術委員会/耐風設計部会 〃 5
 10.6 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG 〃 15
 10.7 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 10
 10.7 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F大会議室 8
 10.11 技術委員会/防耐火部会 事務局 14
 10.11 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F大会議室 5
 10.12 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 事務局 6
 10.14 普及委員会/教育普及部会 建築家会館3F小会議室 6
 10.14 近未来問題検討委員会 事務局 5
 10.18 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG・認定WG・認定試験体WG合同 〃 8
 10.18 応答制御建築物調査委員会/制振構造調査部会 建築家会館3F大会議室 13
 10.18 応答制御建築物調査委員会/免震構造地震応答評価部会 〃 16
 10.18 運営委員会 事務局 14
 10.18 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 〃 5
 10.19 技術委員会/運営幹事会 〃 13
 10.20 資格制度委員会/運営幹事会 〃 9
 10.21 資格制度委員会/施工管理技術者更新部会 〃 5
 10.26 普及委員会/出版部会/「ＭＥＮＳＨＩＮ」74号編集ＷＧ 〃 4
 10.26 普及委員会/出版部会 〃 10
 10.26 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 建築家会館3F大会議室 9
 10.27 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 10
 10.27 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局 10
 10.28 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 〃 11
 10.28 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ダンパーWG 建築家会館3F小会議室 8
 10.31 資格制度委員会/点検技術者更新部会 事務局 6
 11.1 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会 建築家会館1F大ホール 26
 11.4 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG/目標性能SWG 事務局 4
 11.7 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 7
 11.7 普及委員会/教育普及部会 〃 7
 11.8 技術委員会/施工部会 〃 13
 11.8 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 6
 11.10 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 8
 11.10 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG 事務局 14
 11.11 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG・認定WG・認定試験体WG合同 〃 9
 11.15 運営委員会 〃 13
 11.16 技術委員会/防耐火部会 〃 16
 11.16 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会SWG 建築家会館3F小会議室 3
 11.16 応答制御建築物調査委員会/本委員会 建築家会館1F大ホール 28
 11.4 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG/目標性能SWG 事務局 6
 11.21 普及委員会/運営幹事会 〃 7
 11.21 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 12
 11.21 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 建築家会館3F小会議室 7
 11.22 技術委員会/耐風設計部会 事務局 6
 11.24 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 7
 11.25 応答制御建築物調査委員会/制振構造調査部会 建築家会館3F大会議室 13
 11.25 応答制御建築物調査委員会/免震構造地震応答評価部会 〃 17

 11.28
 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会、  

事務局 13
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ダンパーWG合同
 11.29 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG 建築家会館3F大会議室 15
 11.30 普及委員会/社会環境部会 事務局 5
 12.1 原子力関係施設免震構造委員会 食品衛生センター 5階 講堂1 28
 12.2 国際委員会 事務局 8
 12.2 普及委員会/教育普及部会 千駄ヶ谷インテス 8
 12.7 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 事務局 9
 12.8 近未来問題検討委員会 〃 6
 12.9 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 11
 12.12 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会 建築家会館1F大ホール 29

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2011.10.1～2011.12.31）

085-086_委員会活動報告.qxd  12.2.17 6:43 PM  ページ 85



86 MENSHIN NO.75 2012.2

 12.12 資格制度委員会/点検技術者審査部会 建築家会館3F小会議室 4
 12.13 運営委員会 事務局 15
 12.14 技術委員会/防耐火部会/認定試験体WG 〃 8
 12.15 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 7
 12.15 技術委員会/防耐火部会 建築家会館1F大ホール 17
 12.15 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG 建築家会館3F大会議室 13
 12.15 資格制度委員会/運営幹事会 事務局 7
 12.16 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 〃 9
 12.16 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 10
 
12.20

 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会、  
事務局 10

 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ダンパーWG合同
 12.20 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
 12.21 『設計者のための免震・制震構造ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ』編集委員会 〃 9
 12.22 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 5
 12.26 応答制御建築物調査委員会/幹事会 〃 10

日付 委員会名 開催場所 人数
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2012年1月31日現在） 

第1種正会員 95社

 第2種正会員 215名

 賛助会員 77社

　　　　　　　　 特別会員 7団体

賛助会員 電源開発（株） 電気事業

　　〃 北海道電力（株） 電気事業

特別会員 財団法人電力中央研究所
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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会員動向

一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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インフォメーション

平成12年に発足させた、当協会の資格認定制度「免震部建築施工管理技術者」の登録有効期限は5年間で

す。資格を更新するためには、講習会を受講する・免震工事概要報告書を提出する、二つの方法があります。

本年度の更新対象者は、更新一回目304名と更新二回目247名の551名です。

前者の更新講習会は、平成23年11月6日（日）に、砂防会館（東京）にて実施し、420名が受講しました。後者の

免震工事概要報告書提出での更新者は12名でした。

更新率は、更新一回目が約7割・更新二回目が約8割と、二回目の更新者のほうが高い数字となりました。

当日のプログラムは、基調講演を、三菱地所設計・野村和宣氏が「三菱一号館の復元」のタイトルで約一時

間講演の後、構建設計研究所・中川 理氏が「免震情報の紹介」、アルテス・原田直哉氏が「JSSI免震構造施

工標準2009」を講習しました。

今年も昨年に引き続き、免震部建築施工管理技術者試験の受験者も554名と多くあり、資格の更新率も高

かったです。

1月10日現在、免震部建築施工管理技術者は、3075名となりました。

平成23年度免震部建築施工管理技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

講習会受講の様子
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I n f o r m a t i o n

免震建物点検技術者の登録有効期間は5年間で、今回5度目の更新を迎えました。資格制度委員会/点検技術

者/更新部会が中心となり、準備を進めてきました。

更新方法は、「会場で講習を受講する」参加学習型と、「免震点検報告書を提出する」実務経験型があります。

どちらかを選択することができます。

前者の更新講習会は、平成23年11月27日（日）に、東京のJA共済ビルカンファレンスホールにて行い、109

名の方が受講されました。講演は、普段はあまり触れることのない貴重な内容で、受講者の方も熱心に受講

されていました。

プログラムは下記の通りです。

後者の免震点検報告書提出者は23名で、更新部会にて書類審査を行い、全員を「更新可」と判定いたしま

した。前者の学習参加型による更新手続者109名を含めて、更新率は約70％でした。

平成23年度免震建物点検技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

鉄道総合技術研究所市川氏 受講者の様子
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3/16 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1
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5月
5/中旬 監事監査（協会会議室）

5/中旬 理事会（明治記念館）

5/16 第6回技術報告会（東京理科大神楽坂校舎）

5/25 記者懇談会（協会会議室）

5/25 会誌「menshin」№76発行

5/30,31 パッシブ制振構造の設計・計算講習会
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3月

日 月 火 水 木 金 土
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4月

4/16 通信理事会

は、行事予定日など行事予定表（2012年3月～2012年5月）
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I n f o r m a t i o n

2012年 新年賀詞交歓会報告

当協会は1月18日（水）午後6時より、東京・元赤坂の明治記念館・芙蓉の間にて新年賀詞交歓会を開催しま

した。今回は、来賓・会員あわせて97人が出席し、新年を祝いました。

はじめに、西川会長が「1755年、ポルトガルのリスボンで大地震があり津波も発生し、壊滅的被害を受け、

この後250年回復することがなかった。我が国は、このようなことがないよう、皆で復興に努力しなければ

ならない。東日本大震災では、免震・制振建物いずれも制御効果があった。ただ、装置のうちダンパーの一

部にクラックが発生したもの、取付ボルトが緩んだものもあった。これに対する見解をまとめ、1月26日に、

新宿NSビルにて応答制御建築物調査委員会報告会を開催する。地震のあと、免震が増えているように見える

が、今回の教訓を生かして、さらに健全な免震の普及に努めたい。」と、挨拶しました。

つづいて、来賓の国土交通省住宅局建築指導課 建築物防災対策室 杉藤 崇室長が挨拶され、当協会の沢田

副会長が、乾杯の音頭をとって、歓談に入りました。和やかな雰囲気の中、歓談の輪があちらこちらで見受

けられ、深澤副会長の中締めにより、午後7時40分に盛会裏にお開きとなりました。

一般社団法人日本免震構造協会
事務局長 佐賀　優子

あいさつする西川会長 あいさつする国土交通省　杉藤室長

乾杯の音頭　沢田副会長

会場内の様子

中締め　深澤副会長
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新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイソレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒141-8604 東京都品川区大崎一丁目5番1号大崎センタービル
Tel. 03-6665-4360 7 0120-57-7815 http://www.menseishin.com/
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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111編集後記

震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

東日本大震災、ヨーロッパの財政危機、円高、社会
保障と税の一体改革に伴う消費税の増税と日本の経済
界には厳しい状況が続きますが、アップルのように人
を引き付ける製品を出している企業は頑張っていま
す。建築界においても耐震性に優れ、企業継続に適し
た免震建物をより広報し普及させていくことが望まれ
ます。
東北地方太平洋沖地震の際に防災拠点として活動し

た福島第一原発の免震重要棟、病院、消防本部の記事
が掲載しておりますが、免震建物にしておいて良かっ
たとの実感が伝わってきました。その反面「応答制御

建築物調査報告」では、免震・制震の建物性能は充分
に発揮されたが、免震エキスパンションやダンパーの
一部不具合も報告されている。WGにて検討し「安全
で良質な建築物の整備に貢献する」協会設立趣旨にの
っとり今後ガイドライン等の発表が予定されている。
また、理事長の免震に対する熱い思いにより民間マ

ンションの免震レトロフィットを実現できた「チュリ
ス西麻布」に訪問取材した今回の編集WGは、岩下、
齊木、鳥居、中村、福田、榎本さんの6名の方々でし
た。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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